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第一章 序論 
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第一章 序論 
 
1.1 本研究の背景 
 
2014年8月20日豪雨による広島市の土砂災害から，2011年3月11日に勃発した東日本大震災
のような数百年に一度の頻度で起こる想定外の巨大地震災害はもとより，数十年に一度の頻
度で起こる豪雨災害に対しても最悪のシナリオを想定した常日頃からの備えを怠らないこと
が重要であることを学んだ．一方，広島市で発生した土砂災害は，過去に観測された時間雨
量・日雨量の最大値を大幅に上回る記録的な局地的豪雨による災害である．このような災害
の発生を完全に防ぐことは不可能であるが，広島市の土砂災害をはじめとした過去の豪雨に
よる災害における教訓を踏まえ，より効果的な事前の災害対策が今後とも重要である．また，
土砂災害のみならず，豪雨により大きな被害を受ける可能性が高い地盤構造物および地盤に
対しても構造強化および施設整備などを実施することにより，被害を最小限に抑えなければ
ならない． 
そこで本章では，本研究の内容に密接に関連した豪雨による盛土被害および都市型水害の
実状と対策について，以下にまとめている． 
 
1.1.1 豪雨による盛土災害に関する背景 
近年，異常気象による降雨量の増加やゲリラ豪雨の発生による盛土の変状や崩壊が後を絶
たない．さらに，巨大地震も高い頻度で発生している．平成16年(2004年)台風23号による豪
雨災害では，兵庫県内で建設中であった補強土壁が，一夜にして崩壊した（写真1-1参照）．
事後調査の結果，背部の斜面や地山からの雨水浸透により裏込め盛土背面に水圧が作用した
ことに加えて，盛土内の飽和領域が拡大したためサクションが低下し，盛土材の剛性および
強度が低下したことが崩壊の原因であったことが判明した1)（図1-2参照）． 
一般に，細粒分含有率の高いシルト質の現地発生土を使用した補強土構造物は，一度雨水
が浸透すると排水に時間を要し，飽和状態が長時間継続する．長期にわたる飽和状態の形成
は，補強材による補強効果を著しく低減させ，場合によっては盛土内部でのせん断圧縮破壊
を誘起する（図1-2(a)参照）．したがって，降雨による盛土被害軽減のためには，盛土内へ
の雨水の浸入および盛土背部での帯水を許さないことが重要となる． 
この種の盛土崩壊を防ぐために澁谷ら(2008)2), 3), 4)は，L型排水盛土防水工を提案している．
ここで”L型”とは，鉛直のジオシンセティックス排水材と底面の水平砕石層をL型に配置する
ことを意味している．この工法は従来の盛土と擁壁境界部に設置した排水工とは異なり，盛
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土内に鉛直に設置したジオシンセティックス排水材によって盛土背面からの浸透水を下方に
落とし，盛土底部に設置している砕石層から速やかに浸透水を盛土外へ排水させる方法であ
る．つまり，盛土自体を防水領域と考え，単に遮水するのではなく，十分な排水によって盛
土背面からの浸透水を断固として許さず，盛土背部からの浸透水の蓄積を防ぐことに特徴が
ある（図1-2(b)参照）．さらに，L型排水盛土防水工の用途を「沢部の腹付け盛土対策」「大
規模盛土対策」「谷埋め盛土または既設盛土対策」に分けて提案している5)（図1-3参照）． 
一方，2000年6月の「循環型社会形成推進基本法」の制定を契機として，土工のための良
質土の不足に伴い，建設資材としてリサイクル材料の利用促進が喚起されている．とりわけ
製鋼スラグは優れた強度特性を持つため，従来から有効利用のため技術開発の基準化を行っ
てきた結果，道路用路盤材や地盤改良材として広く利用されてきた．しかし，水と反応して
高アルカリ水が生じるという特性を有するため，それらの利用法は水と接する機会が少なく
アルカリ水の影響も少ない箇所や，海域での利用に限られているのが現状である6)． 
 そこで著者は，澁谷らが考案した盛土内部への水の浸透と盛土背面への滞水を断固として
許さない「ジオシンセティックス排水材を用いたL型排水盛土防水工」の盛土材に製鋼スラ
グを用いることで，製鋼スラグの欠点とされている高アルカリ水の溶出を防ぎ，製鋼スラグ
の長所である優れた強度特性および優れた締固め特性を十分に活かすことができるのではな
いかと考えた． 
 
写真-1.1 兵庫県養父市で発生した補強土壁の崩壊 (2004.10) (Shibuya 2007） 
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図1-1 兵庫県養父市で発生した崩壊のメカニズム 
 
(「平成16年台風23号による関西圏地盤災害調査報告書,平成17年5月」7），pp.132より抜粋) 
 
  
 
(a) 補強土壁内部の飽和による圧縮破壊    (b) LGD設置による盛土の飽和化防止 
 
図1-2 飽和化による破壊とLGD防水工の概念 
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(a) 地山にすり付く腹付け盛土への適用 
 
ジオシンセッティクス排水材
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(b) 谷埋め盛土への適用（宅地盛土など） 
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(c) 既設盛土への適用 
図1-3 「L型排水盛土防水工」の適用例5) 
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1.1.2 豪雨による都市型水害に関する背景 
近年，地球温暖化やこれに伴うヒートアイランド現象などが遠因とされる局所的集中豪雨
が頻発しており，その発生件数も年々増加傾向にある．また，都市化の進行により従来の遊
水地域の開発，舗装面積の増加，コンクリート建物の密集化が進み，都市域の不透水面積の
増加により，地盤浸透能の低下を招いている．このような人為的および自然的要因が重なり，
都市部において集中豪雨時に下水道や中小河川に雨水が急速に流れ込み，排水処理機能を超
過した場合に内水氾濫による浸水被害が生じる「都市型水害」と呼ばれる災害が頻発してい
る（図1-4参照）． 
 
図1-4 都市型水害の概略図 
（出典：国土交通省国土技術政策総合研究所(2004)河川用語集～川のことば～） 
 
名古屋市では平成12年に時間雨量93mm/hrの豪雨により，浸水戸数約18,000戸の甚大な被
害が発生し，福岡では平成11年に最大77mm/hr，平成15年には最大99mm/hrの豪雨に立て続
けに見舞われ，博多駅や地下街が浸水した．また東京では，平成17年に最大112mm/hrの豪雨
により約3700戸を超える浸水被害が発生し，都市機能が甚大なダメージを受けた8)． 
都市型水害の抑制・緩和には雨水流出量の抑制が効果的であり，これを実現する簡易な手
法として，浸透ますや透水性舗装に代表される浸透施設の設置により地盤内への雨水浸透を
促進する方法（雨水浸透法），雨水貯留槽の設置や既存の公園などを豪雨時に貯留池として
用いることで雨水の貯留を行う方法（雨水貯留法），土地利用の計画的管理などが挙げられ
る．とりわけ雨水浸透法は浸透施設を設置した地盤近辺への雨水の集水が円滑となることが
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重要である．一方，豪雨時に過剰に地下水位が上昇した場合，周辺地盤の不安定化や地盤沈
下などの地盤災害の誘発が予想される地域，常時の地下水位が高い地域や透水係数が低い地
域などは流出抑制効果が期待できないといった点から，事前に浸透設置の設置に適した地域
（適地）とそうでない地域（不適地）を区別する必要がある．このように，事前に十分な検
討を行った上で適地・不適地の区別を適切に行えば，適地では雨水浸透，不適地では雨水貯
留を採用するといった流出抑制手法の使い分けが可能になるほか，浸透施設による流出抑制
効果が高いエリアから優先的に浸透施設を設置するといった，経済的かつ効果的な都市型水
害対策が可能になると考えられる． 
現在，浸透施設設置のための浸透評価手法としては，地盤調査や地形データ，土地利用デ
ータなどから得られる情報を元に評価を行う手法9)が主流である．しかし，この手法では降
雨による地下水位変動が評価されておらず，浸透施設を設置した地点に雨水が集中して流入
した際に地下水に及ぼす影響を評価できない．したがって，不適地の評価は別として，適地
の評価に関しては，安全上さらなる議論の余地がある． 
そこで，地盤モデルを構築して地下水流動解析を行い，降雨に対する時間的な地下水変動
を推定することで浸透評価を行うのが望ましいと考えられるが，市街地のような広い地域を
対象にしてそのような検討を行った事例は非常に少ない．一方で，2011年東北地方太平洋沖
地震に伴って発生した液状化被害や地震動被害を一つの契機として，地盤に関する情報を公
的財産と位置づけ，それらの共有化と利活用を促進するための動きが活発化しており10)，国
や自治体の地盤情報（ボーリングデータ）の公開と，それを用いた電子地盤図の作成や地盤
の３次元モデル化，地震応答解析への活用といった二次利用が現在進められている． 
 
1.2 本研究の目的および概要 
 
1.2.1 研究目的 
本論文では，豪雨時の地盤災害対策に関する独立した２つの研究テーマを論じている．  
第一のテーマは，豪雨（および地震）に強い新たな補強土壁工法に関する研究である．まず，
一連の室内試験により，鉄鋼スラグ混合土の環境・力学特性を明らかにし，盛土材料として
有望であることを見い出した．そこで，鉄鋼スラグ混合土を盛土材料として利用し，ジオシ
ンセティックス排水材を用いたL型排水盛土防水工を組み合わせた新たな補強土壁工法を着
想するに至った．本研究では，L型排水盛土防水工を設けた鉄鋼スラグ混合盛土の実物大盛
土実験を実施し，新たな補強土壁工法の豪雨に対する安定性を実証することを目的としてい
る． 
第一章 序論 
 
 - 7 - 
第二の研究テーマは，豪雨時の地下水の変動を考慮した市街地の浸透評価手法の確立と，
その有用性の検討を行うことを目的に，兵庫県芦屋市全域を対象として，既存の地盤ボーリ
ングデータを用いた３次元地形・地盤モデルの構築，現場注水試験による不飽和浸透特性の
把握，広域地下水流動解析の実施，解析結果に基づく地盤の雨水浸透評価，という一連の工
学的手法を提案し，長期に亘る地下水観測データと比較検討することにより，提案法の妥当
性および一般性を検証した． 
 
1.2.1 研究の概要 
２つの研究テーマ毎の研究概要を表1-1に示す． 
 
表1-1 本研究の概要 
区
分 
鉄鋼スラグを用いた環境に優しく豪雨に強い
新しい補強土壁工法の研究開発 
GIS情報と地盤ボーリングデータを融合した広
域3次元地形・地盤モデルの構築と都市型水害
軽減のための雨水浸透適地マップの作成 
主
な
研
究
内
容 
お
よ
び
研
究
手
法 
 
① 細粒分含有率が32.6%と高く粒度分布の悪
い自然土の粒度改善のために製鋼スラグを
混合（容積比で6：4）したスラグ混合土を
用意し，物理試験ならびに各種力学試験を
実施した． 
 
② ①の室内土質試験結果に基づき，実テール
アルメ補強土壁（高さ2.5m，幅2m，奥行き
4m）を設計した． 
 
③ 大型土槽内に構築した上記テールアルメ補
強土壁の背後から給水し，L型排水材の設置
の有無によるテールアルメ補強土壁の挙動
の違いを詳細に観察することにより， L型
排水盛土防水工による水位上昇抑制効果を
検証した． 
 
④ 数値解析によりテールアルメ壁の全体的な
安定性を評価した．また，汎用プログラム
であるSEEP/W(浸透解析専用プログラム)を
用い，L型排水工の性能を浸透流解析により
評価した． 
 
① GIS情報と地盤ボーリングデータを用い
て，３次元地形・地盤モデルを構築した． 
 
② この３次元地形・地盤モデルを用いて，飽
和土の透水係数を仮定した広域地下水流動
解析を実施した．  
 
③ 現場注水試験により，地下水面より上部の
不飽和状態にある表層部に雨水が浸透した
場合の保水性を評価した． 
 
④ 表層地盤の保水性を考慮した広域地下水流
動解析を実施した． 
 
⑤ 地下水変動推定結果と既往の地下水変動観
測結果を比較検討することにより，本解析
結果の妥当性および一般性を検証した． 
 
⑥ 雨水浸透適地・不適地マップを提案した． 
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1.3 本論文の構成 
 
本論文は５章から構成されている．研究テーマは，① 豪雨による盛土災害軽減に関する
研究，② 豪雨による都市型水害軽減に関する研究，の２つに大別される． 
第一章は序論とし，本研究の背景，目的および研究手法について記述している． 
第二章では，豪雨による補強盛土の変状・崩壊メカニズムとその対策ならびに都市型水害
の発生機構とその軽減対策の現状に関する既往の研究について述べている．まず，降雨によ
る盛土崩壊のメカニズムに関する既往の研究から，「盛土背部の雨水滞水による水圧の増
加」と「盛土内の飽和化によるサクションの消失」が二大原因であることを示している．さ
らに，我が国の公的研究機関等が示している盛土排水構造の技術指針をレビューし，盛土の
排水システムの現状における問題点を整理した．その結果，盛土の締固め不足が浸透水によ
る地下水位上昇を助長すること，排水対策に偏重しすぎて盛土防水の概念が欠落しているこ
とにより谷埋め盛土の崩壊事例が頻発していること、等が明らかとなった．そして，当研究
室で以前に行われたジオシンセティックス排水材の面内通水性能に関する既往の研究につい
て触れ，「L型排水盛土防水工」の減災効果に焦点を絞り，原(2008)が実施した実物大盛土浸
透実験を再評価した．また，実物大盛土浸透実験で盛土材として用いた鉄鋼スラグの材料特
性に関する既往の研究を整理した．つぎに，現行の都市型水害への対策手法として，雨水貯
留・雨水浸透の概要，効果，適用事例などについて簡単にレビューした．また，都市型水害
の軽減に関する既往の研究を，①ボーリングデータを用いた3次元地盤モデルの構築手法に
関する研究，②浸透施設設置のための地盤の浸透評価手法に関する研究，③浸透施設を用い
た都市型水害対策に関する研究の3項目に分けてそれぞれ簡単にまとめている． 
第三章では，鉄鋼スラグを用いた環境に優しく豪雨に強い新しい補強土壁工法の研究開発
に関してまとめている．具体的には，まず実物大盛土実験で用いた細粒分含有率の高い土
（自然土），製鋼スラグ，自然土と製鋼スラグを容積比6：4（重量比5：5）で混合した混合
土についての物理特性，締固め特性，力学特性，透水特性，環境特性（pH）について整理し
ている．さらに，補強土壁に用いたストリップの配置計算に用いるために行った一面せん断
試験機を用いたストリップの引抜き試験について説明し，その結果を整理している．つぎに，
ジオシンセティックス排水材を用いた「L型排水材盛土防水工」の実現場への適用性を検証
するために，大型土槽を用いた実物大盛土実験を実施した．この実験では，テールアルメ補
強土壁の水位および変形挙動を詳細に観測し，さらに盛土内への浸透水を計測することによ
りＬ型排水工の効果を検証した． 
第四章では，兵庫県芦屋市を対象とした３次元地形・地盤モデルの構築手法および広域地
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下水流動解析手法について記述している．また，不飽和状態にある表層地盤の保水性を考慮
した場合には，解析結果と地下水位観測データとが整合したことを示している．よって，既
存の浸透ますを利用した現場注水試験により表層地盤の不飽和浸透特性を的確に評価し，こ
の影響を適切に取り入れた広域地下水流動解析により地下水変動を予測することは妥当であ
り，かつ一般性があるを結論している．最後に，得られた解析結果の活用例として，雨水浸
透適地マップを作成した． 
第五章では，第三章および第四章で得られた知見をまとめて本論文の結論としている． 
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第二章 既往の研究 
 
2.1 盛土災害の軽減に関する既往の研究 
2.1.1 はじめに 
まず，降雨による補強土壁崩壊のメカニズムに関する既往の研究をレビューし，「盛土背
部の雨水滞水による水圧の増加」と「盛土内の飽和化によるサクションの消失」が二大原因
にであることを確認した．さらに，盛土排水構造の現状として，公的な研究機関による技術
指針等における盛土の排水システムに関する問題点を整理した．そして，当研究室で以前に
行われたジオシンセティックス排水材の面内通水性能に関する既往の研究について触れ，最
後に「L型排水盛土防水工」についてのこれまでの研究成果を，原（2009博士論文）が実施
したまさ土を用いたL型排水盛土防水工の実物大盛土実験を中心にまとめた． 
 
2.1.2 降雨による盛土の崩壊メカニズムに関する研究 
澁谷ら1)は，主たる盛土の崩壊メカニズムを「盛土背部の雨水滞水による水圧の増加」と
「盛土内の飽和化によるサクションの消失」であると指摘している． 
 2004年10月，台風23号の来襲による関西圏の大規模な地盤災害2)（第1章参照）における兵
庫県養父市の補強土壁盛土の大規模崩壊の事例に関して，澁谷ら3)はその崩壊状況を詳細に
調査し，崩壊原因を「盛土背部の雨水滞水による水圧の増加」（図2-1参照）であると報告
している．崩壊した補強土壁盛土は，鋼製帯状引張り補強材とシルト質の現地発生土との間
の所定の摩擦角を確保するために，裏込め盛土にセメントを混合して改良されていた．その
結果，盛土地盤材の透水係数が極端に小さくなり，補強土壁全体がダム化して帯水による静
水圧が補強土壁背部で作用したため，盛土が押し出されて崩壊したと報告している． 
 また，澁谷ら1)は，「盛土内の飽和化によるサクションの消失」による崩壊メカニズムと
して，図2-2のように沢地形に築造された一般的な盛土の崩壊パターンを（推定）を示し，
つぎのことを明らかにしている．沢水などの侵入により盛土内に地下水位が発生すると，浸
潤線以下では飽和度は100%付近にまで上昇し，浸潤線とキャピラリーフロントに挟まれる
遷移領域でも常時に比べ飽和度が上昇する．このとき，盛土内への水の浸透により，飽和領
域および遷移領域の盛土材のサクションが減少し，剛性およびせん断抵抗力が減少する．加
えて，飽和領域においては有効上載圧が減少し，剛性およびせん断抵抗力が減少する． 
 さらに，澁谷ら1)は乾燥砂および飽和砂は自立できないが，同じ砂を適度に湿らすと土粒
子間の表面張力により，盛土の形に成形することができるが，逆に，盛土の不安定化は盛土
材が乾燥あるいは完全飽和することによる表面張力の損失，つまりサクションの消失である
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ことを論じ，盛土材の強度と剛性が十分に発揮されるような適切な含水状態を保つことが盛
土の安定化には重要であると結論付けている． 
 一連の調査研究により，当該補強土壁の崩壊事例から，「盛土内部および周辺への雨水の
浸透や滞水を断固として許さないこと」を教訓として報告4)している． 
 
 
図2-1 兵庫県養父市で発生した補強土壁の崩壊模式図 
 
 
 
図2-2 雨水浸透による盛土の崩壊 
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2.1.3 盛土の排水構造の現状 
公的研究機関が作成した道路盛土や鉄道盛土の排水構造に関する指針や設計要領など5)~11)
では，路面（路盤）やのり面から浸透する表面水に対する排水及び地下水の浸透に対する排
水について，その仕様が示されている．特に，道路盛土の排水対策として，地下排水溝や水
平排水層の設置が示されている5),6),9)．また，各種補強土壁盛土の設計・施工マニュアル11)~14)
では，片切・片盛による腹付け盛土の排水対策として，地山との境界に排水溝の設置を強く
推奨している． 
まず，一般的な盛土の排水対策の例を示す．図2-3はNEXCOの「設計要領 第一集 土工
編」9)から抜粋した盛土の排水処理施設の例である．この設計要領は，地山と盛土の境界で
の排水に関しては仕様を示すに留まり，その構造の詳細は規定していない．盛土材として使
用する材料の透水性が悪い場合には，盛土内にほぼ水平方向に砕石やジオシンセティックス
排水材などの透水性の良い材料を設置し，盛土内に侵入した浸透水を水平排水層に導いて盛
土外へ排水させる方法が提案されている．また，図2-4は同じくNEXCOの「設計要領 第一
集 土工編」9)の「第6章 高盛土・大規模盛土」からの抜粋である．ここで，「高盛土」は
高さが15m以上の盛土を示し，「大規模盛土」は1箇所あたりの土量が50万m3以上かつ基礎
地盤の排水延長（沢部の最大排水距離）が100m以上となる盛土を想定している．図2-4では，
盛土内に垂直排水材を設けて，盛土外の浸透水を垂直排水層に呼び込んで下方へ落とし，基
盤排水層から盛土外へ排出させる方法が示されている．この排水方法は，盛土内の浸透水を
盛土外へ速やかに排水させる手段として原理的に効果的な方法であると考えられる． 
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図2-3 道路盛土における排水工 
（「設計要領 第一集 土工編，平成21年7月」9)，pp.2-25より抜粋） 
 
 
図2-4 道路盛土における高盛土・大規模盛土の排水工 
（「設計要領 第一集 土工編，平成21年7月」9），pp.6-31より抜粋） 
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つぎに，補強土壁の既往の排水対策として，図2-5は「補強土（テールアルメ）壁工法設
計・施工マニュアル」11)より抜粋した排水溝の例であり，図2-6は「ジオテキスタイルを用い
た補強土の設計・施工マニュアル」13)より抜粋した片切・片盛部の排水工の例である．両マ
ニュアルともに，地山と盛土の境界の排水に関して定量的な規定はない．一方，地山からの
湧水が認められる場合に限り，地山と盛土の境界に部分的な排水対策を施すよう推奨してい
るが，これでは豪雨時の排水対策としては，不十分であろう．また，「ジオテキスタイルを
用いた補強土の設計・施工マニュアル」13)では，主に盛土材料の透水性が低い場合の圧密促
進および強度増進を目的として，ジオテキスタイルを盛土の排水補強材として使用するため
の材料選定や配置方法など水平方向の排水処理による設計方法が別途記載されている． 
盛土の排水対策として，盛土内部に水平排水層を設置する方法がある．熊谷ら15)は排水材
として砂や礫を用い，久楽ら16)，三木ら17)はジオテキスタイルを敷設して，盛土内の間隙水
圧を計測しながら水平排水層の圧密促進効果を評価している． 
本研究では，盛土の崩壊メカニズムを「盛土内の飽和化によるサクションの消失」と「盛
土背部の雨水滞水による水圧の増加」であると想定している．つまり，近年，多発している
降雨強度の極めて大きい設計想定外の豪雨が原因となって起きた盛土の崩壊や変状は，地山
表面から浸透した雨水の「盛土背部からの浸透」や「盛土背部での滞水」が極めて重大な要
因であると考えている．しかし，これらの要因に対する排水方法について，現状の各機関が
示す指針や設計要領などでは定量的な評価が十分に示されていないといえよう． 
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図2-5 テールアルメ工法の排水工の例 
(「補強土(テールアルメ)壁工法設計・施工マニュアル，第3回改訂版，平成15年11月」11)，
pp.138より抜粋) 
 
 
 
図2-6 ジオテキスタイル補強盛土の排水工の例 
(「ジオテキスタイルを用いた補強土の設計・施工マニュアル，改訂版，平成12年2月」13)，
pp.122より抜粋) 
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2.1.4 ジオシンセティックス排水材の通水性能に関する既往の研究 
  不織布を巻いたジオシンセティックス排水材の研究の歴史は古い．地盤に使用する排水材
としては，所定の通水性能が保証されている，一般の地盤材料と比較して調達が容易で運搬
コストが安い等の利点がある反面，土中で使用した場合の拘束圧や目詰まりの影響による通
水性能の低下といった今後の研究課題もある． 
 三井ら18)は，図2-7に示すようなジオシンセティックス排水材を豊浦標準砂で挟んでゴムバ
ックにより圧力を与えた通水試験を行い，高圧力下では砂粒がプラスチックのコア材に食い
込み通水性能が低下するが，その程度は，コア材の強さ（剛性の高さ）と不織布の変形特性
（よりが入らず，ピンと張った不織布が良い）に依存することを示した． 
 
 
図2-7 プラスチックドレーン材の通水性能試験18) 
 
 三宗19)は，三井らと同様の実験装置において，コア材強度や不織布の変形特性の異なる6
種類のジオシンセティックス排水材の面内通水性能を粒径分布の違う豊浦砂，裏六甲まさ土，
アッシュストーンを用いて実験を行った．それにより，粒度分布が良好なまさ土が最も通水
性能がよく，次いで粗粒分側に粒径分布が偏っているアッシュストーン，細粒分側に粒径分
布が偏っている豊浦標準砂の順に通水性能が高いことを示した．また，いずれの試験条件に
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おいても拘束圧が上昇するに伴って通水性能は低下するが，拘束圧が100kPa以上になると通
水性能の低下は緩やかになるという結果を示した． 
以上の実験結果から，拘束圧の上昇による面内通水性能の低下が最も少なかったコア
材強度が最も高く，不織布の変形特性に優れたジオシンセティックス排水材を本研究では用
いた． 
 
2.1.5 「L型排水盛土防水工」に関する既往の研究 
(1) 数値シミュレーションによる検証 
澁谷ら20)~22)はジオシンセティックス排水材を用いた「L型排水盛土防水工」の排水効果を
評価するために，図2-8に示すような（a）排水材がない無対策，（b）現状で広く用いられて
いるジオシンセティックス排水材を水平方向に層状に配置，（c）排水材をL型に配置，の3
ケースについて数値シミュレーションを行った． つまり，「L型排水盛土防水」の地山から
の浸透水を鉛直に配置したジオシンセティックス排水材によって下方に落とし，底部に設け
た排水層から速やかに排水させる効果を解析的に評価した．また，従来のジオシンセティッ
クス排水材を水平に層状方向に配置した盛土では，盛土内に配置した排水材が設計の意図に
反してあたかも水路（みずみち）となって盛土背面からの浸透水を盛土内に呼び込む恐れが
あるとことを指摘している．一方，どちらの配置方法でもジオシンセティックス排水材の通
水性能を大きくすると，盛土内の飽和領域は効果的に減少させることができるということを
解析的に示した（図2-9，図2-10参照）． 
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(b) 水平層状排水地盤 
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(c) L型排水地盤 
 
図2-8 モデル地盤（排水材の透水係数：kd = 1.0 or 10.0 cm/s） 
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(a) 無対策                (a) 無対策 
   
(b) 水平層状排水，kd=1.0cm/s       (b) 水平層状排水，kd=1.0cm/s 
   
(c) 水平層状排水，kd=10.0cm/s       (c) 水平層状排水，kd=10.0cm/s 
   
(d) L型排水，kd=1.0cm/s         (d) L型排水，kd=1.0cm/s 
   
(e) L型排水，kd=10.0cm/s         (e) L型排水，kd=10.0cm/s 
図2-9 圧力水頭分布（単位：m）          図2-10 飽和度分布 
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(2) 模型実験による検証 
さらに，澁谷ら20)~22)は模型地盤の浸透実験を実施し，間隙水圧，飽和度および浸出面から
の流出量を測定し，それらの測定結果と数値シミュレーション結果を比較検討することによ
り，数値シミュレーションの工学的適用性を確認した． 
模型実験は図2-11，写真2-1に示すような浸透実験装置を用いて「無対策実験」，「L型排
水実験」の2ケースの浸透実験を実施した．試料には，裏六甲で採取されたまさ土を気乾状
態で用いている．模型地盤は長さ2m，高さ1m，奥行き0.4mの土槽に締固め度Dc=90%となる
ように4層に分けて作製された．模型地盤中には，水分計，土壌水分計がそれぞれ12点，表
層付近には変位計を3点設置することで模型地盤の変化を測定した．給水は背面側の給水管
より給水し，定常状態に至った時点でバルブを閉じ下流から排水させる過程を2回繰り返し
た． 
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図2-11 浸透実験の模式図 
（無対策地盤の浸透実験は，L型排水を未設置で行った） 
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給水タンク
水位調整タンク
L型排水
まさ土
 
写真2-1 実験装置外観 
 
図2-12は（a）無対策実験，（b）L型排水実験，のそれぞれのケースにおける時間経過に
対する給水管の水位の変化を示したものである．L型排水実験では1度目の脱水に要する時間
が，無対策実験と比較すると著しく短い．無対策実験では95時間程度要したが，L型実験で
は30時間程度で脱水が完了している．この傾向は2回目の給水試験においても見られ，L型排
水を設置することによって，効率的に短時間で盛土背面の水位を低下させることができると
いうことが確認された． 
図2-13および図2-14は，それぞれ無対策実験とL型排水実験の飽和度の測定値と数値シミュ
レーション結果の比較である．無対策地盤では，背面に設置された給水管の水位に追従する
形で飽和度が変化しているが，L型排水地盤では，L型排水以降では，ほとんど飽和度の変化
がなかった．これにより背面からの浸透水に対して，鉛直排水材以降の地盤材料には，浸透
水の侵入を許さないというL型排水の効果が実験的に確認された．一方，無対策実験では定
常状態時に多少の差異は認められるものの，両者ともおおむねシミュレーション結果と整合
しており，数値シミュレーション結果は測定値を概ね良好に再現できることが示された．換
言すれば，数値シミュレーションの妥当性が実証された． 
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（a）無対策実験           （b）L型排水実験 
図2-12 時間経過における給水管水位の変化 
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(a) L-2        (b) M-2       (c) U-2 
 
図2-13 無対策地盤の飽和度の時間変化 
（測定値 V.S. 数値シミュレーション結果） 
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(a) U-1        (b) M-2        (c) M-3 
 
図2-14 L型排水地盤の飽和度の時間変化 
（測定値 V.S. 数値シミュレーション結果） 
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2.1.6 実物大盛土を用いての浸透実験 
(1) 実物大盛土の概要 
原22)は，ジオシンセティックス排水材を用いた「L型排水盛土防水工」の盛土内の排水効
果について，前述の模型実験の浸透実験により得られたL型排水の効果が実盛土でも有効で
あかどうかを検証するために実物大盛土実験を行った．一連の実験では，「L型排水盛土」
に加えて，「無対策盛土」，「水平層状排水盛土」の3種類の実験を行った．図2-15にそれ
ぞれの断面図を示す．地盤材料にはすべて裏六甲まさ土を用い，壁面工には低強度のジオグ
リッドを巻き込んだ自重の小さいEPSを用いている．盛土内には，間隙水圧計，土壌水分計，
パイプひずみ計23)，水位観測孔（鉛直パイプ）を設置し，それぞれ間隙水圧，体積含水率，
およぶ盛土地盤内の変位と水位の時間変化を観測した．さらに，盛土内に簡易沈下板を設置
して沈下量を測定し，表層にはターゲットを置いて光波測量によっても沈下量を測定した．
水平層状排水盛土には厚さ11mmのジオシンセティックス排水材を水平方向に3枚設置し，L
型排水盛土では，鉛直に配置した排水材は厚さ11mm，盛土底部に水平方向に配置した排水
材は，コア材を2枚重ねたものをジャケット材で覆って加工した厚さ22mmのものを用いた． 
盛土材の締固め度は全ケースにおいて施工実績で約85%がであった．ただし，L型排水盛
土のジオシンセティックス排水材の背面側については，地山を想定しているため約90%とな
るよう締固めを行った． 
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(c) L型排水盛土 
図2-15 実物大盛土の断面 
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(2) 無対策盛土 
無対策盛土は給水開始から約80分後に崩壊した．写真2-2は崩壊直前の壁面工最下部の豆
砂利層からの排水状況である．排水量は微量であった．崩壊は排水し始めてまもなく発生し，
写真2-2および写真2-3が示すように，一次崩壊，二次崩壊の2段階の崩壊が発生した． 
まず，写真2-3が示すように，表層に壁面工の際から約 0.5 m 地点に横断方向にクラック
が発生し，その数分後に，壁面工のジオグリッド補強部のすぐ背後で壁面工全体が沈下する
ように一気に崩れた．浸透水が壁面工下部に到達した時点で，土のサクションが消失したた
め圧縮強度が低下し，壁面工に近い盛土底部で土の圧縮破壊が発生したと推定される．さら
に土中に0.2m敷設したジオグリッドは極めて低い強度にもかかわらず，壁面工とそのすぐ背
後の補強土部がほぼ一体化して抵抗したと推定される． 
つぎに，写真2-4に示すように，二次崩壊として，壁面際から約1.0m地点に横断方向にひ
び割れが発生し，土塊を形成して法尻から前方へすべり破壊が発生した．このときのすべり
面の角度は約70°と急であった．この崩壊は最初の圧縮破壊発生後も給水を止めずに継続し
たため，盛土が広範囲にわたって飽和化し，せん断強度が低下したためと推定される． 
図2-16は数値シミュレーションによる経過時間ごとの水圧分布上に，パイプひずみ計と壁面
変位計にて測定された盛土内部と壁面の変形結果を示している．盛土背面の給水部（x=0m）
の圧力水頭の増加が下流側へ拡大し，徐々に壁面に向かって発達していることが分かる．時
間経過にともなって飽和領域が広がり，壁面の水平変位は大きくなっている．図2-16(a)より，
給水直後（給水開始から10分後）から上流側測定点のひずみ計は表層付近が約13mm変形し
ている．図2-16(b)および(c)より，給水開始から30分後では上流側測定点のひずみ計を除き，
壁面を含め，殆ど変形していないが，60分後では変形の兆候が見られる．図2-16(d)より崩壊
直前の78分後では，壁面の水平変位が壁頂付近で約12mmとなり，盛土全体が上流側から下
流側へ水平方向に押し出されていた．壁面の変位は崩壊に到るまで3本のパイプひずみ計が
示す変位と同時に発生し，盛土は崩壊した．つまり，この実験結果から，盛土背面の水圧が
引起す土圧増加に対して十分に抵抗できる壁面工が必要であるといえる． 
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写真2-2 無対策盛土の排水状況 
 
  
(a) 全体写真           (b) 表層写真 
写真2-3 無対策盛土の崩壊（一次崩壊：圧縮破壊） 
 
  
(a) 全体写真           (b) 表層写真 
写真2-4 無対策盛土の崩壊（二次崩壊：せん断破壊） 
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(a) t = 10 minutes         (b) t = 30 minutes 
 
  
 
(c) t = 60 minute         (d) t = 78 minutes 
図2-16 無対策盛土の圧力水頭分布と水平変位 
 
(3) 水平層状排水盛土 
水平層状排水盛土の浸透実験では，盛土内に鉛直部材であるパイプひずみ計と水位観測孔
を設置するための孔を水平のジオシンセティックス排水材に空けた浸透流が不規則になり，
数値シミュレーション結果と実測値の誤差が大きくなったため，結果は割愛している．  
図2-17は数値シミュレーションによる経過時間ごとの水圧分布上に，パイプひずみ計およ
び壁面変位計にて測定された盛土内部と壁面の変形結果を示している．図2-17(a)のように給
水開始30分後に水位上昇が観測され，給水の継続による水圧上昇にともなって水平変位は
徐々に増加し，最終的に図2-17(b)に示す水平変位になった．壁面の水平変位量は最大値で
38.8mmと大きな値を示し，写真2-5のように地表面には大きなクラックが発生した．無対策
盛土の実験では水平変位量が約12mmとなって崩壊が発生したが，水平層状排水盛土はその3
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倍以上の変位量が発生しているにもかかわらず崩壊に到らなかった．これは，水平に3層設
置したジオシンセティックス排水材が潜在的に有するそれぞれの引張強さが盛土内で発現さ
れたためと考えられる．また数値シミュレーション結果では，無対策盛土の盛土内の水位は
短時間で上昇する（図2-16参照）が，水平層状排水盛土はジオシンセティックス排水材の効
果によって水位上昇速度が抑制されているものの，水位上昇はゆっくりと進行している．さ
らに水位の実測結果からは盛土下流側の水位上昇があまり見られないにもかかわらず，壁面
の水平変位量は大きい．したがって盛土内の飽和度は極めて高い状態になっていると推定さ
れる．排水量は上層に位置する排水材ほど少なく，特に上側の2層の排水材は十分な機能を
発揮していなかった．底部の排水材だけが機能していたが，上層を含めた総排水量は少量で
あった． 
以上より，水平層状排水は盛土背面からの浸透水に対して効果的な排水方法ではないこと
が明らかとなった． 
 
クラック
 
写真2-5 水平層状排水盛土表層のクラック発生状況 
  
 
  
 
  
(a) t = 30 minute          (b) t =443 minutes 
図2-17 水平層状排水盛土の圧力水頭分布と水平変位 
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(4) L型排水盛土 
図2-18は，数値シミュレーションによる2回目の給水開始から約80時間後の飽和度分布で
ある．鉛直排水材よりも下流側の盛土内の水位上昇が抑制されている．L型排水盛土は盛土
背面からの浸透水に対して盛土内の水位上昇を抑制する効果に優れているといえる． 
L型排水盛土の浸透実験では給水・脱水過程を2サイクル行い，一週間以上実験したが崩壊
はもとより，盛土自体は全く変形しなかった．また，給水開始から約10時間で浸透流が定常
状態になり，排水材によってL型に囲まれた防水領域の水位上昇は殆ど見られなかった．写
真2-6は給水過程の定常状態における盛土底部の水平排水材の端部からの排水状況であり，
約0.7m3/hourの排水量が観察され，多量の浸透水が盛土外へ排出されることが分かる．した
がって，L型排水盛土は盛土背面からの浸透水に対して効果的な排水方法であるといえる． 
図2-19は数値シミュレーションによる経過時間ごとの水圧分布上に，パイプひずみ計と壁面
変位計にて測定された盛土内部と壁面の変形結果を示している．図2-19(a)～(d)は2サイクル
の給水・脱水過程についてそれぞれ定常状態に到ったときの結果を示している． 
図2-19(a)が示す１サイクル目の給水過程の定常状態において，盛土内部の変形は上流側測
定点では上流方向（給水側）へ変位し，中央の測定点では変位は殆ど見られず，下流側測定
点では下流方向（壁面側）へ変位した．また，壁面の水平変位量は壁頂付近で1.4mmと微小
であった．上流側測定点が上流方向へ変位した原因として，給水タンクと鉛直排水材の間の
スペースが狭く，土の締固め作業を困難にさせたことによる締固め不足が生じ，給水時に無
視できない体積収縮が生じたためと考えられる．つぎに，図2-19(b)が示す脱水過程の定常状
態において，図2-19(a)の１サイクル目の給水過程結果を基準にすると，盛土内部は下流側ほ
ど上流方向へ変位したが，壁面の水平変位はほぼ0mmであった．１サイクル目の給水・脱水
過程の盛土内部の変位の傾向は，盛土背面の水位の上昇・下降にともなった水圧の影響であ
ると考えられる．つまり，給水過程では下流方向へ水圧が作用して変位し，脱水過程では水
圧の減少とともに上流方向へ変位したと推測される． 
さらに図2-19(c)および(d)が示す2サイクル目の給水・脱水過程の定常状態での盛土内部の
変位結果は，1サイクル目の給水・脱水過程のそれぞれの結果と同様な傾向を示した．また
壁面の水平変位はいずれの過程もほぼ0mmであった．図2-19(c)において前過程（1サイクル
目の脱水過程）結果を基準にすると，下流側ほど下流方向へ変位し，その量は1サイクル目
よりも大きくなった．対して図2-19(d)では前過程（2サイクル目の給水過程）結果を基準に
すると，下流側ほど上流方向へ変位し，その量は1サイクル目と同程度であった． 
以上，図2-19(a)～(d)の4つの図に示されるように，給水・脱水過程による盛土背面の水圧
の増減にともない，盛土の上流側の土の締固め不足により盛土内部が水平方向に弾性的な変
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形挙動を示したが，いずれの過程においても壁面の水平変位はほぼ0mmであった．したがっ
て，ジオシンセティックスを用いた「L型排水盛土防水工」は，盛土内の水位上昇抑制効果
があり，盛土背面からの浸透水に対して変形に対する安定性が高いことが判明した．  
 
 
 
図2-18 L型排水盛土の飽和度分布（２回目の給水から80時間後） 
 
 
 
 
写真2-6 L型排水盛土の排水状況 
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(a) t=20hours           (b) t=60hours 
（１サイクル目の給水過程定常状態） （１サイクル目の脱水過程定常状態） 
 
 
 
(c) t=120hours           (d) t=180hours 
（2サイクル目の給水過程定常状態） （2サイクル目の脱水過程定常状態） 
 
図2-19 L型排水盛土の圧力水頭分布と水平変位 
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2.2 鉄鋼スラグの材料特性に関する既往の研究 
 
筆者24),25)は，修士課程の2年間，鉄鋼副産物の有効利用促進の一環として，鉄鋼副産物の
盛土材料としての適用性を一連の室内土質試験を通して検討した．その実験結果および鉄鋼
副産物の工学的特性を既往の研究として，以下にまとめている． 
 
2.2.1 一次的性質および土壌環境特性 
表2-1は鉄鋼副産物それぞれの試料の一次的性質を表している．アッシュストーンAおよび
Bの密度は一般的な土と比べて軽質であり，吸水率は40%程度と高い．また,水砕スラグの密
度(2.691g/cm3)は自然砂である豊浦標準砂(2.643g/cm3)と概ね等しい値であるが，水砕スラグ
の粒子に気泡が多く含まれている26)ので，最大・最小間隙比(℮max=1.431,℮min=0.999)は豊浦標
準砂(℮max=0.977， ℮min=0.597)よりも大きい．一方，製鋼スラグは重質であり，吸収率が2.7%
と低い値を示している．図2-20は，それぞれの試料の粒径加積曲線である．アッシュスト－
ンA,Bをシルト質土の淀川試料Aと混合することにより，粒度分布が大幅に改善できる．一
方，鉄鋼副産物を盛土材料として利用する場合，周辺土壌に及ぼす環境的な影響を検討する
必要があることに着目して，2種類のアッシュストーン混合土のpH値を測定した．シルト質
土と混合すると，pH値が若干小さくなるものの，10以上と高いアルカリ性を示している．水
質汚濁防止法による排水基準であるpHの許容値が5.8～8.6(海域5.0～9.0)と定められているこ
とを考慮すると27)アッシュストーンを単体で盛土材料として利用する際には，しかるべき対
策をすべきである．その意味で，浸透水の流入を防ぐ盛土防水工が必須となる．また，水砕
スラグの時間経過によるpHの変化を観察するために，締固め度Dc=95%で締固めた供試体に
水道水(pH7.2)を透水させて，流出水のpHを測定した．初期のpHは9.35であったが，わずか1
日で急激に低下している．試験開始後,約18日経過した時点でpHは収束する傾向が見られた．
18日以後はpHが約8.53であり，水質汚濁防止法による排水基準のpHの許容値以内の値となっ
た． 
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表2-1 用いた試料の基本的な物理特性 
 
 
 
 
 
図2-20 粒径加積曲線 
 
2.2.2 透水及び締固め特性 
鉄鋼副産物を盛土材料として利用するためには高い透水能力と締固め管理が容易でなけれ
ばならない．したがって，各試料における透水特性及び締固め特性を評価した．表2-2は各
試料に対して定水位透水試験を行った結果であり，製鋼スラグの場合は粒度調整(19mmふる
い通過分)した試料を用いて透水試験を実施した．試験の結果，それぞれの試料の透水係数
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は10-2～10-3cm/sec程度で｢中位｣の透水性を表している．また，水砕スラグの時間経過による
透水係数の変化を観察するために水砕スラグを10cm×12.73cmのモールドに締固め度
95%(ρdmax=1.455g/cm3，wopt=26.5%)で締固めた後，定水位透水試験を実施した．試験初期の透
水係数は1.76×10-2cm/secであったが，試験開始後18日経過時の透水係数は2.13×10-3cm/secと
当初より低い値に収束していることが分かる．これは水砕スラグの潜在水硬性の影響が原因
であると考えられる．一方，表2-3はJISA1210「突固めによる土の締固め試験」に従って実
施した各試料の締固め結果である．図2-22は，それぞれの試料の締固め曲線を示している．
アッシュストーンA，Bと水砕スラグはシルト質土である淀川試料Aと混合して締固め試験を
実施した．図2-21に示すように，各試料のスラグ混合率が高くなるほど，最適含水比は高く
なる反面，最大乾燥密度は低くなることが明らかになった．これは前述したように粒度の改
善によって細粒分が多くなったこと28)とアッシュストーンA，Bと水砕スラグが有している軽
量性および高吸水性(アッシュストーンA，Bのみ)に起因すると考えられる．したがって，混
合土は一般の盛土材料より軽量で締固めが容易であり，盛土構造物としての耐震性が大幅に
改善できるものと予想される． 
 
表2-2 定水位透水試験の結果 
 
 
表2-3 各試料の締固め法 
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図2-21 鉄鋼副産物の混合率とwoptとρdmaxの関係 
 
 
図2-22 鉄鋼副産物及び混合土の締固め曲線 
 
2.2.3 一軸及び三軸試験による強度特性 
供試体は，ブリキ製モールドに相対密度95%(ρdmax=1.346g/cm3， wopt=15%)になるように静
的に締固めて作製し，恒温室で水中(蒸留水)養生した．図2-23は，養生期間が水砕スラグの
一軸圧縮強度に及ぼす影響を示している．養生期間が6ヶ月(187日)までの水砕スラグの一軸
圧縮強度の増加は認められない．さらに最大圧縮強度は10 kPa以下で非常に低い値である．
ところが，養生期間9ヶ月(285日)では一軸圧縮強度が若干増加し，1年間養生した供試体の一
軸圧縮強度は著しく増加して414.8 kPaまで上がった．水砕スラグの特徴である潜在水硬性が
発現されていると考えられる．一方，鉄鋼副産物を盛土材料として利用するために，三軸圧
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縮試験を通して強度特性を評価した．表2-4にアッシュストーンA，Bと水砕スラグの三軸圧
縮試験の条件を示している．供試体はアッシュストーンA，B，水砕スラグ，建設残土であ
るシルト質土(淀川試料A)を乾燥重量比で混合した混合土を最大粒径に適合するように15×
30cmと5×10cmの2種類で作製して試験を実施した．図2-24にスラグ混合率と粘着力cd及び内
部摩擦角φdの関係を示している．アッシュストーンの混合土のφdは40°以上となり，水砕
スラグの混合土のφdは36°以上となる．これは，通常の盛土設計時に使われている値29) 
(cd=0，φd=30～35°)を大きく上回っている．したがって，アッシュストーン・水砕スラグ
の混合土は，通常の応力レベルにおいて盛土材料として十分な強度を有していると考えられ
る． 
 
 
図2-23 水砕スラグの時間経過による一軸圧縮強度特性 
 
表2-4 三軸圧縮試験の条件 
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図2-24 鉄鋼副産物の混合率と強度定数 
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2.3 現在行われている都市型水害への対策 
2.3.1 はじめに 
本節では，現在主流の都市型水害への対策手法である雨水浸透および雨水貯留のそれぞれ
の概要，効果，適用事例などについて紹介し，両者を比較し，さらに効果的な運用を考察し
ている． 
 
2.3.2 雨水貯留 
雨水貯留は雨水貯留タンクの設置や，公園・校庭・集合住宅の棟間等の空き地を，本来の
土地利用機能を損なうことがないよう，比較的浅い水深の雨水を一時的に貯留することによ
り，雨水の流出抑制を図るものである．また地下空間を利用し，設置する貯留槽もこれに含
まれ，これらの施設を総称して貯留施設という．貯留施設は降雨による流出量の時間最大値
（ピーク）を抑制するピークカットの機能を果たす．貯留施設の外観を図2-25に示す． 
 貯留施設の設置に必要な基準は特になく，要求性能を満たすものを必要な地点に設置する
ことが可能である．また，貯留施設の機能はその貯留量のみで決まるため，設置効果の評価
が容易で適用にあたって不確定要素が少ないという特徴がある． 
 
 
 
 
(a) 雨水貯留タンク 
(宅地での利用が主である) 
(b) 棟間貯留 
（空き地の窪地化） 
(c) 地下空間の利用 
図2-25 貯留施設の外観 
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2.3.3 雨水浸透 
(1) 雨水浸透の概要 
雨水浸透は，浸透施設を設置することにより降雨時に地盤内への雨水浸透を促進し，雨水
流出量を抑制するものである．浸透施設は，対象降雨の降雨ハイエトグラフの底（ベース）
から一定量差し引くベースカットの機能を果たす．浸透施設には構造の違いにより，浸透ま
す，浸透トレンチ，透水性舗装，浸透側溝などがある．これらの施設は流出抑制効果だけで
なく，汚濁負荷削減効果や地下水涵養効果も期待できる30)とされている． 
 一方で，平常時の地下水位が高いところや浸透施設を設置する深度の透水係数が低い場合，
その機能が十分に発揮することができないため，適用にあたっては事前に調査を行い設置場
所の選定を行う必要がある．また，地盤内への浸透により流出抑制を行うため，その効果を
正確に定量的に評価することが困難であるという不確実性から，流出抑制効果が明確な貯留
施設に比べ普及していない． 
 
(2) 浸透施設の設置基準例 
前項で述べたように，浸透施設の設置にあたっては事前に設置に適した地域とそうでない
地域を区別する必要がある．しかし，現状では「透水係数がどの程度以上あれば効果が期待
できる」といった目安はあるものの，統一した技術指針はなく，その基準は自治体により異
なっている．そこで，本項では浸透施設設置基準の一例として，公益社団法人 雨水貯留浸
透技術協会が提案する設置基準31)および，長岡京市，横浜市で実際に運用されている設置基
準それぞれ32),33)をまとめたものを表2-5に示す．表2-5より，浸透施設の設置には，市街地の土質，
透水係数，地形，地下水位の評価が必要であることが伺える． 
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表2-5 浸透施設の設置基準例31),32),33)をもとに作成 
 
区
分 
雨水貯留浸透技術協会 長岡京市 横浜市 
土
質 
砂質土，礫質土が望ま
しい 
・砂質土，礫質土が望ましい 
・盛土は締固められているた
め不適地 
空気間隙率10%以下でよく締
め固まった土や粘土含有率が
40%以上の土は不適であると
している 
透
水
係
数 
飽和透水係数 1.0×10-
6m/s程度以上が望まし
い 
透水係数が1.0×10-8～10-7m/s
程度を適地と不適地の境界と
している 
透水係数が1.0×10-7m/sより小
さい場合を不適地としている 
地
下
水
位 
・浸透施設底面が地下
水面より50cm以上離
れている必要がある 
・地下水位の変動が大
きい地域では，50cm
以上離れていても 
検討が必要 
・浸透施設底面が地下水面よ
り50cm以上離れている必要
がある 
・浸透施設の種類により想定
される設置深度が異なるの
で，それぞれに対して検討
を行う 
・浸透施設底面が地下水面よ
り50cm以上離れている必要
がある 
・浸透施設の設置深度を1.5m
として想定しているので，
地下水位GL-2.0m未満を設
置の目安としている 
地
形 
浸透施設によって斜面
崩壊を引き起こす可能
性のある土砂災害危険
箇所や人工改変地，切
土斜面等は不適地とし
ている 
― 
浸透施設によって斜面崩壊を
引き起こす可能性のある地形
は不適地としている 
そ
の
他 
― 
・市街地を50mメッシュに分
割 し，土質と透水係数か
ら 各メッシュを6段階で
評価 
・GL0～-0.5，GL-0.5～1.5，
GL-1.5～3mの3つの深度を
それぞれ評価する 
・浸透施設底面が地下水面よ
り50cm以上離れていない
場合は土質・透水係数に関
わらず不適地とする 
土質，透水係数，地下水位と
地質の関係性より，上総層群
を除く沖積層および洪積層を
適地としている 
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(3) 浸透施設の例 
① 浸透ます 
ますの底面および側面を砕石で充填し，集水した雨水を地中に浸透させる施設を指す．コ
ンクリートやプラスチック等，様々な素材のものがある．大きさは内径15～50cm程度のもの
が多く，限られたスペースに比較的簡易な工事で設置できる．設置深度はGL-1.0m～GL-
2.0m程度である． 
 浸透施設の構造および外観を図2-26に示す． 
 
  
 
(a) 浸透ますの構造          (b) 浸透ますの外観 
図2-26 浸透ますの構造および外観 
 
② 浸透トレンチ 
側面に浸透孔を設けた管あるいは有孔性の材料で造られた管で，その周囲を採石などで覆
い集水した雨水を周囲の地盤に浸透させる施設を指す．コンクリートやプラスチック等，
様々な素材のものがある．形状は砕石部を含めて幅25cm～75cm，高さ30～75cmのものが一
般的である．設置深度はGL-1.0m～GL-2.0m程度である．トレンチ延長が確保できると比較
的大きな流出抑制効果が期待できる．また，浸透ますに連結させて用いられることもある．
浸透トレンチの概念図および外観を図2-27に示す． 
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(a) 浸透トレンチの概念図          (b) 浸透トレンチの外観 
図2-27 浸透トレンチの概念図および外観 
 
③ 透水性舗装 
雨水を透水性の舗装体やコンクリート平板の目地などを通して地中に浸透させる能力を持
つ舗装を指す．浸透能力は路床の浸透能力により決まる．また，舗装体の貯留による流出抑
制機能を期待する場合もある．表層の目詰りにより機能が大きく低下するため，適切な維持
管理が必要である． 
透水性舗装の概念図およびアスファルト舗装における通常の舗装と透水性舗装の比較を図
2-28に示す． 
 
 
 
(a) 透水性舗装の概念図    (b) 一般のアスファルト舗装と透水性舗装の比較 
図2-28 透水性舗装の概念および一般の舗装との比較 
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2.3.4 浸透施設の適用事例 
浸透施設の適用事例として，千葉県印旛沼流域で行われた浸透施設の設置事例34)について
紹介する． 
 千葉県および流域市町村では，2001年10月に印旛沼流域水循環健全化会議を発足し，印旛
沼流域の健全な水物質循環系の構築に向けた取り組みを行っている．その一つとして，加賀
清水地域をモデル地域として集中的に雨水浸透施設を設置し，合わせてモニタリングも行う
ことで取り組みの効果を確認している．図2-29にモニタリングにより得られた流出抑制効果
を示す．図2-29より，不透水面の面積比率が同様な2つの地域において浸透施設を設置した
地域（排水路流域）の表面流出量が小さくなっていることがわかる． 
 
 
図2-29 浸透施設による流出抑制効果（左図）と調査実施流域（右図）34) 
 
図2-30，図2-31にモニタリングにより得られた地下水涵養効果として，浸透施設の設置に
よる湧水の枯渇日数および湧水量の変化をそれぞれ示す．図2-30より浸透施設の設置数の増
加に伴い枯渇日数が低下していることがわかる．また図2-31より，通年では湧水量の変化は
見られないが，一般的に降雨量が少なく湧水量が低下する冬季において，浸透施設の増加に
より降雨に対する湧水量が増加していることがわかる． 
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図2-30 浸透施設による地下水涵養効果（枯渇日数の減少）34) 
 
 
図2-31 浸透施設による地下水涵養効果（湧水量の増加）34) 
 
これらの結果から，浸透施設の設置により治水面（流出抑制）および環境面（地下水涵
養）の2つの効果が得られるとしている． 
 
2.3.5 おわりに 
ここでは，現在用いられている都市型水害対策として，雨水貯留施設および雨水浸透施設
の概要について述べた．これら総合的に勘案すると，オンサイト施設によって都市型水害対
策を行う際は，浸透施設の設置が可能な地域については積極的に浸透施設の設置を行い，そ
れ以外の地域や浸透施設のみでは目標とする流出抑制量を達成できない場合については貯留
施設を設置するのが水循環系の健全化の観点からも望ましいと考えられる．したがって，浸
透施設の設置を前提として適切に地盤の浸透評価を行い，さらに流出抑制対策が必要な地域
のランク分けを行い，優先順位の高いものから順に浸透評価の結果に応じたオンサイト施設
を設置することで，経済的かつ効果的に都市型水害への対策を講じることが可能になると考
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えられる． 
 そこで，本研究では浸透施設の設置を想定して地盤の浸透能力の評価手法について検討を
行うものとした． 
 
 
2.4 都市型水害の軽減に関する既往の研究 
 
2.4.1 はじめに 
前述したように，地盤モデルの構築，降雨シミュレーション，地盤の浸透能力の評価を総
合的に行った研究は極めて少ない．そこで，それぞれの要素と関連がある既往の研究を以下
の3項目に分類して紹介するものとする． 
 
1) ボーリングデータを用いた3次元地盤モデルの構築手法に関する既往の研究 
2) 浸透施設設置のための適地・不適地の評価手法に関する既往の研究 
3) 浸透施設を用いた都市型水害対策に関する既往の研究 
  
さらに，これらの文献より得られる知見から現状での課題について述べ，本研究の目的を
示す． 
 
2.4.2 ボーリングデータを用いた3次元地盤モデル構築手法に関する既往の研究 
ボーリングデータを用いた3次元モデルの構築手法には，大きく分けて2種類の手法がある．
一つは個々の柱状図に対して土質や地質年代，N値などの特定の基準に基づいて区分し，そ
の境界深度をもとに境界面を生成し，2つの境界面に囲まれた領域を一つの層として処理す
ることでモデル化を行うもの（層境界の推定による手法）である．もう一つはボーリングデ
ータからそのままグリッドモデルやボクセルモデルを構築するものである．ボクセルモデル
とは，それぞれが値を持つ小さな立方体の集合を指し，モデル化対象エリアを特定の大きさ
の直方体に区切り，ボーリングデータの存在しない領域にある直方体の性質を周辺のボーリ
ングデータから決定論的・確率論的に推定することで地盤モデルを構築するものである．前
者の概念を図2-32に，後者の概念を図2-33に示す． 
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特定の基準に基づく層境界
ボーリング柱状図
 
ボーリング柱状図
地層A
地層C
地層B
地層D
 
(a) 層境界の推定           (b) 地盤モデルの構築 
図2-32 層境界の推定による地盤モデル作成の概念 
 
 
図2-33 ボクセルモデルによる地盤モデルの概念図 
 
(1) 層境界の推定による手法 
野々垣35)は，地質情報を3次元モデル化することで地下の時空間情報を読み取ることが可
能になり，災害予測，環境保全，資源開発などの課題解決に役立つとし，地質情報の効果的
な利用・供用を実現する3次元モデリングシステム開発のための基礎調査として，国内外で
開発された5つの地質境界面に基づく3次元地質モデリングシステムの比較調査を行っている．
地層境界面に基づく3次元地質モデリングは①データの整理，②層序・構造の確立，③地質
境界の推定，④地質分布の決定，⑤モデルの可視化・検証，という手順で行われ，その中で
も(i) 境界面を推定するための基礎データ，(ii) 境界面の推定方法，(iii) 地質分布の決定方法，
(iv) モデルの可視化・保存方法，を特に重要な要素として，各システムにおいてこれらがど
のように行われているかについてまとめている．手順①～⑤の各段階で行われる具体的な処
理を表2-6に，要素(i)～(iii) において用いられる手法を表2-7に示す． 
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表2-6 地層境界面に基づく3次元地質モデル構築手順35)をもとに作成 
概念図 具体的な処理 
 
①データの整理 
 野外調査で観察したデータの空間情報，属性
情報，関係情報などを整理する．空間情報は緯
度・経度・標高など，そのデータがどこで観測
されたのかを示す情報である．属性情報はボー
リングデータにおける岩種区分やN値などの情
報で，関係情報は岩石や地層間の上下関係，接
触関係などを示す情報である． 
②層序・構造の確立 
 整理したデータを利用して断面図の作成，岩
層の対比，地質体の形成層序の推論などを行
い，モデリング範囲における地質の層序・構造
を確立する 
 
③地層境界面の推定 
 適当な曲面推定法を用いて地質境界面の形状
を決定する．推定の際には，層序・構造の情報
やモデル作成者の経験などを活かして，野外調
査データを推定法に適した形に変換する． 
 
④地質分布の決定 
 層序・構造の情報と地質境界面をもとに，モ
デリング範囲における3次元の地質分布を推定
する． 
 
⑤モデルの可視化・検証 
 3次元地質モデルを可視化し，モデルのもと
となった地質情報と整合性があるかどうかを検
証する． 
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表2-7 地層モデル構築の各段階で用いられる手法35)をもとに作成 
 
区分 用いられる手法 
(i) 境界面推定のため
の基礎データ 
・境界面推定のための基礎データ 
 標高，傾斜データを用いる．また，補助的にヒンジ線や褶曲軸
面データなどを補助的に用いる場合もある． 
 
・基礎データの作成方法 
 平面図や断面図を用いて作成する．平面図では任意の地点を選
択して，そこに標高，傾斜を与えることで基礎データを作成す
る．断面図ではボーリング柱状図や既往の断面画像などを表示さ
せ，地層境界を描画することで基礎データを作成する． 
(ii) 境界面の推定方法 
(i)で作成した地層境界線・境界点などをもとに，最適化原理，ド
ロネー分割，クリギング法などの空間補間法を用いて地層境界面
を推定する．精度向上のため，周辺の地質情報から推定した仮想
ボーリングを用いる場合もある． 
(iii) 地質分布の推定
方法 
 大きく分けて次の2つに分類される． 
・知識や経験にもとづいて地質体間・地質境界面間の関係を 
 推定することで地質分布を決定する方法 
→ 地質分布がある程度理解できている場合に有効で，レンズ状層
や過褶曲などの複雑な地層構造のモデリングが可能となる．一
方で，モデル作成者の主観に基づくため，同じ基礎データや地
質境界面が与えられたとしても常に同じ結果を得られるとは限
らない． 
 
・構造発達史にもとづいて地質体間・地層境界面の関係を 
 導くことで地質分布を決定する方法 
→ 地層発達史が決まれば自動的に地質分布が決まるため，同じ基
礎データや地質境界面が与えられた場合は常に同じ結果を得ら
れる．一方で，現時点ではレンズ状層や過褶曲に対する論理的
展開は確立しておらず，複雑な地層構造を再現することは困難
である． 
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(2) ボクセルモデルによる手法 
石原36)は福岡平野を対象に，九州地盤情報データベースに収録された福岡平野中心部の約
4300本のボーリングデータを用いてボクセルモデルによる地盤の3次元モデル化を行ってい
る．モデル化の対象とした福岡平野は北～北西を博多湾に面し，福岡市中心部，春日市，大
野城市にまで広がる平野で，東西約14km，南北約16kmの三角形を成す（図2-34）．福岡平
野の地盤を特徴づけるのは，福岡市中心部で北西―南東方向に伸びる警固断層と，これを挟
んだ両側における第四系の層厚の違いである．また，南方・東方の山地からの距離が近いこ
とや，複数の河川が流れこむことなどから複雑な地盤構造を成す．このような連続性の悪い
ことの多い河川層や，側方変化をしやすい海成層からなる沖積層のモデル化に適した手法と
してボクセルモデルを採用している． 
 
 
図2-34 モデルを構築した地域36) 
 
地盤モデルの構築は(1)xml形式のボーリング柱状図からのデータ抽出，(2)データベースの
再構築，(3)水平方向へのデータ補間，(4)(3)で構築された水平モデルの垂直方向への重ね合
わせ，という手順で行われている． 
 (1)，(2)のデータの抽出およびデータベースの再構築は，モデル構築の際に必要な情報の
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抽出と，情報の規格化のため行っている．ボーリングデータより位置座標，孔口標高，土質，
N値を抽出し，土質とN値を標高（深度）1m区切りで整理し直している．この時，土質を福
岡平野で多く見られる11種の土質に再区分している． 
 (3)の水平方向への土質の推定は深度毎に分けて行われる．ある深度の任意のボクセルに着
目し，ボクセルの中央を中心とする同心円を参照範囲とする．参照範囲を均等に8方位に区
切り，各扇型内にあるボーリングデータを参照範囲の中心に近いものから順に最大で2つ選
択する（図2-35）．選択された最大16本のボーリングの土質に対して，ボクセル中心からの
距離に対する重み付けを行い，土質のスコアを算出する．このスコアが最大の土質を選択し
たボクセルの土質として設定する．このとき，参照範囲内にボーリングデータが存在しない
場合，そのボクセルに土質を設定しないものとしている．これを同一平面内の全てのボクセ
ルについて行い，さらに，深度毎に同様の処理を行う． 
 
 
 
図2-35 ボーリングの選択の概念図36) 
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最後に手順(3) で作成した深度毎のボクセルを積み上げることにより地盤モデルの構築を
行っている． 
 この手法にて構築された地盤モデルを図2-36に，海抜高度0m，-5m，-10mでの断面図を図
2-37に示す．これらの結果は，グリッドノードを50m間隔，参照範囲を1500mとし，標高10m
～-60mまでモデルの推定を行ったときのものである．図2-36，図2-37より，警固断層を境界
とする地層の層厚の顕著な違いが可視化されたとしている．また，最大で16点のボーリング
の比較により土質を推定したことにより，概ね他の地質分布と整合的な推定がなされている
としている． 
 一方で問題点として，ボーリングデータの入力ミスによるエラーの特定が困難であること，
異方性のある堆積体や不連続な形態をなす堆積体をうまく表現できない場合があること，を
挙げている．また前者に関しては，層境界の推定による手法では目視による整合性の判断が
行われるためエラーの特定には有利であるとしている． 
 
 
 
図2-36 3次元地盤モデル36) 
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(a) Alt.0m        (b) Alt.-5m         (c) Alt.-10m 
図2-37 標高毎の断面図36) 
 
2.4.3 浸透施設設置のための適地・不適地の評価手法に関する既往の研究 
浸透施設の設置のための適地・不適地の評価に関する研究は少なく，多くの場合，浸透施
設の導入を推進する自治体がそれぞれ地盤調査や地形図をもとに基準を設定して評価を行い，
その結果を市街地図にプロットして「浸透適地マップ」や「浸透能力マップ」といった図
（以後，「浸透適地マップ」と統一して表記する）を作成し，それをもとに浸透施設の設置
計画を策定している例えば32),33)．しかし，詳細な浸透評価基準や浸透適地マップの作成方法に
ついては公開されていない場合がほとんどである． 
 浸透適地マップの作成を行い，なおかつ関連資料・報告書などが公開されているいくつか
の自治体を対象にこれらの資料を調査したところ，ほとんどの自治体が以下の手順で浸透適
地マップを作成していることがわかった．また，これらの手順の中でGISを活用しているケ
ースもある． 
 
① 諸要素の評価 
 地盤調査により得られる土質，地質，透水係数，地下水位などの情報や地形区分，土地利
用などの情報に対してそれぞれ基準を定め評価をする．最適地，適地，準適地，準不適地，
不適地，不可地といった形で評価する場合や，点数を付ける場合がある．評価対象とする深
度はGL-1.5mとしている場合が多い． 
 
② ①のとりまとめ 
 ②で行った諸要素の評価をもとに，総合的に都市域の浸透施設の設置地点としての適性を
評価する．この総合的な評価基準はほとんど公表されておらず，各要素を総合的に評価した
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との記述に留めているケースが多いが，関連資料の調査より「諸要素のランク分けを行い，
ランクの低いものから順に重ね合わせ，ランクが高い要素の浸透評価が低くなる地域につい
ては，ランクが高い要素の浸透評価を反映する」という手法や「各要素の評価の加算・乗算
などにより評価を行う」という手法で評価が行われているものと推測される．また多くの場
合，急傾斜地などの斜面崩壊の危険性があるエリアをその他の要素の評価に関わらず不可地
とした上で，不可地以外の領域について評価を行っている． 
 
③ 浸透適地マップの作成 
 ②で得られた結果を市街地図に重ね合わせることで浸透適地マップを構築する． 
 
 続いて，浸透評価基準，浸透適地マップの作成方法のどちらについても具体的に記載され
ていた文献として，中村ら37)の研究を以下に紹介する． 
 中村らは，浸透施設の流出抑制効果の定量的評価のための土地利用を考慮した分布型流出
モデルの構築を目的として，鶴見川流域を対象に浸透能力マップの作成を行っている． 
 浸透能力マップの作成は，①地形区分毎に「適地」，「不適地」，「規制地」を区分して
簡易な浸透評価を行う，②適地とした地形区分毎に，土質と地質の関係を整理する，③浸透
試験の結果をもとに，各土質・地質の浸透能力の代表値を算定する，という手順で行ってい
る．なお，1つの地形区分はほぼ同等の土質で構成され，浸透能力も同程度の値となるとの
仮定をしている．①で行った各地形区分とその位置づけを表2-8に示す．地形区分はGISソフ
トを用いて，地図演算を行うなどして決定している． 
 
表2-8 地形区分とその位置づけ37)をもとに作成 
 
地形区分 位置づけ 
急傾斜地崩壊危険区域 
規制地 
急傾斜地・極急傾斜地 
沖積地 
不適地 
2次堆積地 
盛土地 
砂，シルト質砂以上の浸透能を有
すれば適地 
下住吉，立川・武蔵野面とその
切・盛土地 
切・盛土地では浸透能に留意する
必要有 
多摩低位面とその切・盛土地 浸透能に留意する必要有 
多摩高位面とその切・盛土地 不適地 
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②では，紙媒体の地質・土質図，浸水予想区域図，土地利用区分図をスキャナで読み込み
画像ファイルに変換し，GIS上に読み込み，基図である国土地理院発行の数値地図25000に重
ね合わせ，地形区分毎に土質・地質の関係を整理している．紙媒体のデータをスキャンして
用いているのは，ソフトウェアのデータフォーマットによる制約を回避するためであるとし
ている． 
③では，文献調査より得られた合計30の浸透試験の結果をもとに区分ごとの浸透能力係数
の代表値を算出している．この結果を，GISを用いて①の「適地」エリアに重ね合わせるこ
とで浸透能力マップを作成している． 
 
2.4.4 浸透施設を用いた都市型水害対策に関する既往の研究 
荒木ら38)は不浸透地物と浸透地物に基づいて流域のモデル化を行い，地物一つひとつに設
置されている雨水浸透施設の情報を付加して高度な地物データGISを作成し，さらに浸透施
設（ここでは，浸透ます，浸透トレンチ，透水性舗装を対象としている）の流出・浸透現象
をモデル化して流出解析を行い，加えて各表層メッシュより算出される浸透量を用いて
Richards式による地下水面までの不飽和浸透計算を行うことで，都市部の雨水の地下水涵養
過程を忠実に再現する都市流域地下水涵養モデルを構築している．このモデルの概念図を図
2-38に示す． 
 また，神田川上流域を対象に実際の雨水浸透施設データを用いてモデル化を行い，実降雨
による個別の浸透施設からの浸透量をシミュレーションすることにより，対象流域における
浸透施設の地下水涵養量および流出抑制に対する効果を評価している．  
 解析の結果，現況の雨水浸透施設により年間降水量および豪雨の約4%を地下に涵養でき
ること，および地下水を約10cm上昇できることを示した．さらに，将来増加が予想される雨
水浸透施設の設置シナリオとして，全ての建物に浸透ますおよび浸透トレンチを設置した場
合を想定し，シミュレーションを行った結果，年間降水量および豪雨の約30%を地下に涵養
できることを示した．また，モデルの検証として，地下水位の再現性の確認によりある程度
の妥当性が示されているとしている． 
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流出解析
不飽和浸透流解析
地下水流動解析
浸透地物，浸透施設からの
浸透量を入力データとして
飽和不飽和浸透流解析を実施
降雨
浸透量
浸透量
表面流出量
地下水涵養量の算出
浸透地物，不浸透地物，浸透
施設の位置・浸透特性を付与し
たGISデータを用いて流出解析
を実施
表面流出量の算出
 
 
図2-38 解析モデル概念図38)をもとに作成 
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2.4.5 現状での問題点 
前述したように，現在行われている浸透施設設置のための浸透評価手法は，ボーリングデ
ータから得られる地質や地下水位，現地調査で得られる透水係数といった点の情報や，土地
利用や地形といった情報を個別に評価しているケースがほとんどである．この手法は不適地
や不可地の評価としては有効であると考えられるが，地盤内での雨水の流動を評価していな
いことから，「適地」と評価された地点に多量の雨水が流入したとき，安全に雨水を処理で
きるかどうかに関しては議論の余地があると考えられる．したがって，解析対象地の地盤の
雨水に対する挙動を評価した上で，適地・不適地の判定を行うのが望ましいと考えられる．
すなわち，解析対象地の地盤モデルを構築し，地下水流動解析を行い，その結果を用いて適
地・不適地の評価を行う必要があると考えられる．しかし，2.4.2節で紹介したような地盤モ
デルの構築に関する研究は，簡便かつ正確に地盤モデルを構築することを目的としており，
モデルの利用目的も地震防災を対象にしたものが大多数を占める．また，2.4.4節で紹介した
研究では浸透施設の浸透・流出過程のモデル化や地物データGISの導入により定量的に浸透
施設の効果を評価することを目的としており，地下水流動解析も行っているが，モデルの妥
当性の検証として地下水位の実測データと比較するために行われたものとなっている．この
ように，浸透施設導入の前段階として地盤モデルの構築，地下水流動解析，浸透評価という
一連の手順を実施した研究は極めて少ない． 
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第三章 環境に優しく豪雨と地震に強い新たな補強土壁工法の研究開発 
 
3.1 はじめに 
本論文で述べる新たな補強土壁工法のイメージを図3-1に示す．本工法は，実務で歴史が
古く最も普及している帯鋼補強土（テールアルメ工法）壁を基本として，盛土材料に鉄鋼ス
ラグあるいは鉄鋼スラグを粒度改善材として細粒分の多い不良土と混合した土（以下，スラ
グ混合土）を用いる．鉄鋼スラグは，いい加減に締固めても通常の土と比較して高い強度・
剛性を示すことから，高耐震性補強土壁となる（第二章参照）．一方， L型排水盛土防水工
を背面に設置し，表面および壁面は舗装およびコンクリートパネル壁でそれぞれ覆われてい
るため，補強盛土部は完全防水され，アルカリ浸出水の懸念がなくなると同時に背面に浸透
水が帯水する虞はない．したがって，従来工法と比較して，豪雨および地震に強い補強土壁
となり，リサイクル材料である鉄鋼スラグを使用するため環境にも優しい． 
 
 
 
図3-1 新たな補強土壁工法の模式図 
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第三章では，まず，比較的細粒分含有率の高い土（以下，自然土），製鋼スラグおよび自
然土と製鋼スラグを容積比6：4（重量比5：5）で混合した「スラグ混合土」の物理特性，締
固め特性，力学特性，透水特性，環境特性（pH）を求めている．最近，環境面およびコスト
面の配慮から，締固めにくくて，透水性が低い細粒分を多く含む現地発生土を盛土材料とし
て余儀なく使用する事例が増えている．このような場合，せん断強度が不十分で盛土内に地
下水が溜まりやすいため盛土が変状するトラブルが後を絶たない．事実，現行のテールアル
メ壁工の設計・施工マニュアルでは，細粒分含有率が25%以上の土は“B材料”として区分
され，セメントを添加するなど改良して使用することを規定している．本研究で使用した自
然土の細粒分含有率は約32.6%＞25%であり，そのまま盛土材として使用できない．そこで，
比較的粒子の粗い鉄鋼スラグを粒度改善材として混合する工法を想定した一連の実験を実施
した．その中には，テールアルメ補強土壁の設計計算に必要な補強材（メタルストリップ）
とスラグ混合土との摩擦特性を一面せん断試験機を用いて測定した実験も含まれる．  
さらに，ジオシンセティックス排水材を用いた「L型排水材盛土防水工」の実現場への適
用性を検証するために，大型土槽を用いた実物大盛土実験を実施した．この土槽実験では，
補強土壁の変形挙動を観測するとともに，盛土内への背面水の浸透を計測し数値シミュレー
ションにより，Ｌ型排水工の防水効果を検証した． 
 実物大盛土実験は，排水材を設置しない「無対策盛土」およびジオシンセティックス排水
をL型に配置した「L型排水盛土」で浸透実験を行った．無対策盛土には自然土を用い，L型
排水盛土には，自然土，製鋼スラグ，スラグ混合土の3種の盛土材料を用いた．一連の土槽
実験では，補強土全体の変形挙動および地下水位を詳細に測定し， L型排水盛土防水工の補
強土壁への適用性について検証し，新しい補強土壁工法の工学的優位性を議論している． 
 
3.2 実物大盛土実験に用いた盛土材料の特性 
3.2.1 物理特性 
表3-1に製鋼スラグおよびスラグ混合土の基本的な物理特性（含水比，土粒子密度，間隙
比，吸水率，飽和度，空気間隙率，粒度特性）をまとめる．製鋼スラグの土粒子密度はs 
=3.480g/cm3であり，この値は一般土(通常s =2.6~2.8g/cm3)と比べて重質である．また，吸水
率は2.7%程度で比較的に低い．一方，自然土は，建設現場から発生した建設発生土であり，
土粒子密度s =2.609g/cm3，三角座標による分類では細粒分質礫質砂（SFG）に分類される．
スラグ混合土は，自然土と製鋼スラグを容積比で自然土6：4製鋼スラグ（重量比5：5）とな
るように混合した．スラグ混合土の土粒子密度はs =2.908g/cm3となり，自然土と製鋼スラグ
の中間的な値を示した． 
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 図3-2に３つの試料の粒径加積曲線を示す．自然土の平均粒径が最も小さく，製鋼スラグ
が最も大きいことが分かる．また，各試料の均等係数Uc，曲率係数Uc’より，自然土に製鋼
スラグを混合することにより，粒度特性が大幅に改善されている．なお，自然土の細粒分含
有率はFc=32.6%であり，テールアルメの設計基準1)によれば，[B]材料（細粒分含有率
Fc=25~35%）にあたり，セメント等で改良しなければ盛土材として用いることができない材
料である． 
 
表3-1 用いた試料の基本的な物理特性 
材料名 製鋼スラグ 混合土*1) 自然土 
分類 砂質礫 細粒分まじり砂質礫 
細粒分質 
礫質砂 
分類記号 GS GS-F SFG 
含水比 w (%) 8 15 23 
土粒子の密度 ρs (g/cm3) 3.480 2.908 2.609 
吸水率 (%) 2.70 － － 
間隙比*2) ℯ 0.468 0.474 0.655 
飽和度 *3) Sr (%) 67.8 92.7 88.0 
空気間隙率 *4) Va (%) 10.3 2.4 4.8 
粒 
 
度 
 
特 
 
性 
石分 
(%) 
75㎜以上 0 0 0 
礫分 2～75㎜ 69.0 47.9 25.2 
砂分 0.075～2㎜ 27.8 43.8 42.2 
細粒分 0.075㎜以下 3.2 8.3 32.6 
平均粒径 D50 (㎜) 8.7 1.61 0.23 
最大粒径 Dmax (㎜) 37.5 37.5 26.5 
均等係数 Uc 54.0 43.9 126.7 
曲率係数 Uc' 0.939 0.361 2.46 
 
*1) 製鋼スラグ：自然土 = 4：6（容積比）  *2) ℯ = (ρs / ρd)－1     
*3) Sr = (wρs / ℯρw)    *4) Va = 100 － ρd / ρw (100 / ρs + w)   
※ ρd :土の乾燥密度(g/cm3)，ρw :水の密度(g/cm3) 
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図3-2 各試料の粒径加積曲線 
 
3.2.2 土壌環境特性および透水特性 
製鋼スラグおよびスラグ混合土を盛土材料として利用する場合，水と接することによって
高アルカリ浸出水の問題を生じるため，周辺の土壌環境に悪影響を及ぼす懸念がある．よっ
て，今回用いた各試料についてpH試験（JGS 0211）を実施した（写真3-1）．一方，製鋼ス
ラグのアルカリ浸出水による土壌環境への影響は，盛土内部への浸透と排水によるため，各
試料の透水特性を透水試験（JIS A 1218）により測定した． 
表3-2は，各試料のpH値の測定結果である．製鋼スラグはpH=12.9程度の一般的な製鋼スラ
グと同等2)のアルカリ性を示した．自然土はpH＝10.0の弱アルカリ性を示した．これは各種
基準に示されている土壌のpHの基準値（以下参照）よりも高い値を示しており，自然土を採
取した建設現場で過去にセメント系添加剤を用いた改良等が行われていた可能性が示唆され
た．一方，スラグ混合土についてもpH=12.7を示し，製鋼スラグとほぼ同じ値となった． 
 
（参考） 
造園・緑地等  
・国土交通省建築工事監理指針：植栽工事 pH8.0以下が望ましい 
・日本造園学会植栽基盤整備マニュアル：pH8.0以下（分級 良）  
・社団法人日本道路協会道路緑化基準：pH8.0以下  
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環境関連  
・水質汚濁防止法排水基準：pH5.8～8.6  
・環境基本法環境基準：河川，湖沼pH6.0～8.5 海域pH7.0～8.3  
土木関係  
・国土交通省建設泥土の再利用に関するガイドライン：アルカリに留意  
・徳島県県土整備部「建設泥土の再利用」：pH5.8～8.6  
・滋賀県「建設副産物処理基準」：処理土のpH5.8～8.6  
・愛知県建設部「建設泥土の環境に対する安全性」：pH5.8～8.6 
 
 
表3-2 各試料のpH測定結果 
 
区分 pH 
自然土 10.0 
製鋼スラグ 12.9 
混合土 12.7 
 写真3-1 pH試験の様子 
 
表3-3は各試料を10cm×12.73cmのモールドを用いて所定の締固め度で締固めた後，定水位
および変水位透水試験を実施した結果である．ここで，製鋼スラグおよびスラグ混合土の場
合は，粒度調整（19㎜ふるい通過分）した試料を用いた．試験結果より，製鋼スラグおよび
スラグ混合土は透水係数k15=10-6m/s程度と｢低い｣透水性を示した．一方，自然土は透水係数
k15=10-8m/s程度の「非常に低い」透水性を示した．自然土にスラグを混合することにより，
透水特性が2オーダー程度大きくなり，粒度改善効果が認められた． 
 
表3-3 透水試験結果 
区分 材料 
k15 
(m/s) 
締固め度 Dc (%) 
85% 90% 
定水位 
透水試験 
製鋼スラグ 4.0×10-6 - 
混合土 2.4×10-6 - 
変水位 
透水試験 
自然土 - 6.84×10-8 
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3.2.3 締固め特性および強度特性 
図3-3はJIS A 1210「突固めによる土の締固め試験」に従って実施した各試料の締固め曲線
を示している．製鋼スラグおよび混合土は，B-c法【(モールド：直径15cm，高さ12.50cm)，
(湿潤法，非繰り返し)】，自然土はA-c法【(モールド：直径10cm，高さ12.73cm)，(湿潤法，
非繰り返し)】に準じて行った． 
製鋼スラグの最大乾燥密度dmaxは2.370g/cm3と一番大きく，締固めが非常に容易な材料で
ある．また，自然土は細粒含有率が高いため，締固め曲線は比較的平らな形状を示した．一
方，自然土に製鋼スラグを混合することにより，最大乾燥密度が増加し最適含水比は低くな
った．製鋼スラグの特徴である重質性によって締固め特性が改善されたものと考えられる． 
 
図3-3 各試料の締固め曲線 
 
排水三軸圧縮試験により強度特性を測定した．試料の最大粒径に適合するように，中型三
軸圧縮試験装置（供試体サイズ：直径10cm，高さ20cm写真-4.1）を用いて試験を実施した．
その他の試験条件を表3-4に示す．図3-4と表3-5に各試料の破壊時のせん断応力を示すが，製
鋼スラグの内部摩擦角d=44.1°，自然土の内部摩擦角d=29.7°に対し，混合土の内部摩擦
角dは=37.4°とほぼ中間的な強度特性を示した．スラグを混合することにより強度特性も改
善され，一般的な砂礫材料の仕様設計値3)(cd=0，d=30～35°)を満足することから，通常の
応力レベルにおいて盛土材料として十分な強度を有していると考えられる． 
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写真3-2 中型三軸圧縮試験装置 
 
 
図3-4 有効応力とせん断応力の関係 
 
表3-4 三軸圧縮試験の試験条件 
区分 締固め度(%) 拘束圧 
軸ひずみ圧縮
速度(%/min) 
自然土 
CD試験 
85 
50     
↓     
100    
↓    
200 
0.1 製鋼スラグ 
混合土 90 
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表3-5 三軸圧縮試験結果一覧 
材料名 
供試体初期条件 強度定数 
乾燥密度 含水比 締固め度 粘着力 せん断抵抗角 
ρd (g/cm3) w (%) Dc (%) cd  (kN/m2) d（°） 
自然土 1.420 23.5 90 17.5 29.7 
製鋼スラグ 2.023 8.1 85 0.4 44.1 
混合土 1.679 13.7 85 4.8 37.4 
 
3.2.4 一面せん断試験機を用いた土とストリップとの摩擦特性の評価 
(1) 本研究におけるテールアルメ補強土壁の設計 
テールアルメ工法は，盛土内に帯状の補強材（ストリップ）を敷設し，これと壁面材を連
結させることによって垂直なのり面を形成するものである．盛土内に補強材を敷設した場合
には，土粒子と補強材の摩擦力によって土粒子の滑動が拘束され，補強材による引張り応力
が生じる．補強材は帯状であり，鉛直方向にも水平方向にも間隔をあけて敷設されるが，こ
の場合でも隣接する土粒子間の摩擦により，すべての土粒子が間接的に補強材に結合される．
このような原理により，テールアルメ工法においては，土粒子と補強材とのインターフェイ
スの摩擦力を測定する必要がある． 
本研究の実物大盛土を設計するに際して，ストリップの配置計算をする必要があった．実
物大盛土実験では，自然土を用いた排水材を設置していない補強土壁のケースにおいて安全
率=1.0として設計した．盛土背部からの浸透水により，補強土壁が実際に崩壊する（すなわ
ち，Fs=1.0）ことで，L型排水材を用いた補強土壁のケースとの比較が鮮明となるように事
前に計画した．しかし，テールアルメの設計法1)に記載されている[A]材料（細粒分含有率
Fc<25%），[B]材料（細粒分含有率Fc=25~35%）の摩擦係数はそれぞれ安全側で設定されて
いる．そこで，通常の設計法では[B]材料にあたる今回の試料（自然土）とストリップとの
真の摩擦係数を計測した． 
 
(2) 一面せん断試験の概要 
ストリップには，土との噛み合わせを向上させるため，一定間隔ごとにリブと呼ばれる山
型の突起がついている．（図3-5参照）しかし，一面せん断試験機の供試体の許容寸法は，6
㎝であるため，今回はストリップのリブ付きの箇所とリブなしの箇所に分けて，厚さ5㎜，
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直径6cmの寸法で切断した．せん断面にストリップの高さを合わせるため，切断したストリ
ップの下部に石膏を貼り付け，高さを1㎝になるように調整してストリップ部分の供試体を
作製した．（写真3-3参照）  
一面せん断試験の土試料分の供試体寸法は，直径6.0㎝，高さ1.5㎝である．試料は，自然
土を用いた．表3-6にストリップを用いた一面せん断試験の試験条件を示す．供試体は油圧
ジャッキを用いて静的に締固めて作製した．締固め度はDc=90%で，粒径2.0㎜以下の試料を
用いて作製した． 
 
 
図3-5 リブ付きストリップの形状・寸法 
 
 
写真3-3 ストリップを用いた一面せん断試験の供試体寸法 
表3-6 ストリップを用いた一面せん断試験の試験条件 
  
締固め度 
Dc (%) 
初期含水比 
w (%) 
リブなし リブあり 
飽和 不飽和 飽和 不飽和 
自然土 90 23 ○ ○ ○ ○ 
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(3) 試験結果 
図3-6に自然土を用いた一面せん断試験の結果を示す．ストリップのリブの有無によって，
平均内部摩擦角φに10°程度の差が生じることが分かった．したがって，ストリップのリブ
は盛土の補強材として非常に重要な役割していることが分かった．また，リブの有無両者の
結果からわかるように自然土とストリップとの間の摩擦力は，飽和度の影響を受けないこと
が分かった． 
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図3-6 鉛直応力とせん断応力の関係 
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3.3 実物大盛土実験の概要および方法 
3.3.1 実験計画 
(1) 実験装置 
大型土槽実験装置（写真3-4）は，高さ3.0ｍ，幅2.0ｍ，奥行き4.0ｍの内空断面をもち，周
囲を防水シートで被覆している．装置背面部には給水管として，盛土側に等間隔で多数の小
孔を設け，小孔からの土の噴出を防ぐためにフィルターとして不織布を巻いた塩化ビニル管
を建て込んでおり，これによって盛土背部の地山からの浸透水を再現するような構造になっ
ている． 
 
 
 
 
写真3-4 大型土槽実験装置の外観 
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(2) 各実験ケースの計画 
実物大盛土は高さ2.5ｍ，幅2.0ｍ，奥行き3.8ｍの寸法で， 1層当りの締固め層厚を25cmと
して60kgプレートを用いて転圧し，砂置換法（写真3-5(a)）と簡易支持力測定器キャスポル
（写真3-5(b)）により所定の締固め度を目標として管理しながら施工した． 
実物大盛土実験は，表3-7に示す計4種類の実験を行った．補強土壁には壁面工をメタルメ
ッシュパネルとしたテールアルメ工を用いた．L型排水材の排水効果を確認するために，同
じ自然土を用いて図3-7(a)に示す無対策盛土（ケース1）と図3-7(b)に示すL型排水盛土（ケー
ス2）との比較を行った．また，製鋼スラグの盛土への適用性を確認するためにケース3，ケ
ース4ではそれぞれ製鋼スラグと混合土を盛土材として用いた．そして，L型排水材を設置し
たケース2，ケース3，ケース4では，盛土背面の鉛直排水材裏の背面土にケース1，ケース2
で用いたものと同じ自然土を使用した． 
 
   
 
(a) 砂置換              (b) 簡易支持力試験 
写真3-5 締固め度管理 
 
表3-7 実物大盛土実験の計画 
実験名称 実物大盛土の名称 
ケース1 無対策盛土 
ケース2 L型排水盛土（自然土） 
ケース3 L型排水盛土（製鋼スラグ） 
ケース4 L型排水盛土（混合土） 
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(a) 無対策盛土（ケース1） 
 
 
(b) L型排水盛土（ケース2，ケース3，ケース4） 
図3-7 実物大盛土の断面 
スラグ混合土 
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(3) テールアルメの配置計算方法 
表3-8に実験ケースごとの実験条件および設計時の土質定数をまとめている．盛土材の自
然土は細粒分含有率Fc＝32.6%であるため[B]材料に該当することから，設計マニュアルに従
ったストリップとの摩擦係数は，f * = tanψの関係においてψ=25(°) とされる1)．しかし，本
実験ではストリップを用いた一面せん断試験結果（表3-9，試験の詳細については3.2.4を参
照のこと）に基づき，ストリップと盛土材との摩擦係数を検討した．ストリップに作用する
鉛直応力と最大せん断応力max の関係は次の式(3-1)で表すことができる． 
 
σ
τmaxf              (3-1) 
 
ここに，f *：見かけの摩擦係数，σ：土被り圧で本実験モデルではσ=γ・H，γ：単位体
積重量=17.06(kN/m3)，H：土被り厚=2.5(m)とした． 
計算の結果，不飽和状態ではψ=37.3°，飽和状態でψ=36.8°となり，[A]材料における最
低値であるψ=36°を満足した．設計計算においては，この値を用い補強材の引抜けに対す
る計画安全率Fs=1.0としてストリップの配置仕様を決定した．ストリップの引抜けに対する
安全率は，通常Fs=2.0として設計されるが，本実験においては，真の安全率を確認するため
Fs=1.0として設計している．ここで，引抜けに対する安全率は次の式(3-2)による． 
 
i
ei
T
Lbf
Fs

 vi
σ2
         (3-2) 
 
ここで，f *i：i 段目における見かけの摩擦係数，σvi：i 段目における鉛直応力(kN/m2)，b：
ストリップ幅(m)，Le：抵抗領域内長さ(m)，Ti：i 段目ストリップに作用する引張り力(kN)で
ある．算定された各段の安全率を表3-10に示す． 
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表3-8 初期設計時の土質定数 
区 分 
湿潤密度 
t 
(g/cm3) 
粘着力 
cd 
(kN/m2) 
せん断抵抗角 
d (°) 
ストリップ 
との摩擦角 
d (°) 
ケース1 
自然土 
(無対策) 1.74 
0 
30 
36.0 
ケース2 
自然土 
ケース3 
製鋼スラグ 
2.18 44.0 
ケース4 
混合土 
1.93 37.0 
 
表3-9 リブ付きストリップを用いた一面せん断試験結果 
供試体D×H(cm) 6.00×2.50 
土粒子密度 s (g/cm3) 2.610 
dmax(g/cm2) 1.560 
d ＝ dmax×0.90 1.404 
含水比 w (%) 24.0 
試料の状態 不飽和 飽和 
粘着力c (kPa) 2.6 4.3 
せん断抵抗角 (°) 35.1 33.0 
 
表3-10 各段における引抜け安全率 
段数 
(i) 
ΔH 
(m) 
ΔB 
(m) 
L 
(m) 
Fs 
1 
0.50 1.00 2.50 
1.042 
2 1.025 
3 1.007 
4 1.158 
5 1.300 
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(4) テールアルメ部材 
本実験に用いた補強土壁の構造は，実施工に使用されている部材を用い，テールアルメの
設計基準1)に従って沿って設計した．図3-8と図3-9は，それぞれ，テールアルメ部材配置図お
よび各部材の組み立て図である．ちなみに，浸透水に対するセンシビリティを高め，挙動確
認を容易にするために壁面材にメッシュパネルを用い，その裏面には透水防砂材を配して盛
土材のこぼれ出しを防止している．補強材としては，厚さ3mm×幅50mm×長さ2400mmのリ
ブ付きストリップ（材質SS400）を用い，接続金具（ヘアピン）を介してメッシュパネルに
連結させた．ストリップは2層(50cm)ごとに2本ずつ1m間隔で設置した（写真3-6参照）．ま
た，補強土前面のメッシュパネルは天端部に重ねしろを設け連続した1つの壁面を形成する
が，補強土壁体の変形に追従できるよう個々のパネルは剛結されていない． 
 
 
 
 
図3-8 テールアルメ部材配置 
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メッシュパネル
ヘアピン
ストリップ
3×50(SS400)
透水防砂材
ボルト・ナット
 
 
図3-9 各部材の組み立て 
 
  
 
  
 
写真3-6 各部材の写真 
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(5) ジオシンセティックス排水材 
実物大盛土実験に用いたジオシンセティックス排水材の諸量を表3-11に示す．本実験に用
いたジオシンセティックス排水材は既往の研究（第二章参照）により得られた結果を基に選
定した．排水材は通水断面を確保するためのコア材を不織布で挟んだ構造になっている．コ
ア材の材質は高密度ポリエチレン（HDPE），不織布はポリプロピレン（PP）不織布である．
コア材の断面形状は表3-11に示すように，溝幅12.5mm，溝深さ10.0mmで遮水用の穴（φ
=6mm）が75mm間隔で空けられている． 
図3-10にジオシンセティックス排水材の組み立て方法を示す．本実験に用いたジオシンセ
ティックス排水材は厚さ14mmと薄いため，自立させることができない．このため実験に用
いた排水材は，幅2,000mm，高さ500mmの寸法であらかじめ裁断し，大型土槽の側面に設け
た木枠のガイドに沿って自立させた．上下それぞれの排水材のコア材を専用のクリップによ
り結合し，さらに盛土材に差し込んだ支持棒により排水材を挟み込むことによって鉛直排水
材の安定を図っている．さらに，上段の不織布の裾をスカート状にして，その部分を下段の
排水材に耐水性の両面テープで接着することにより，排水材間に隙間ができないように工夫
して施工を行った． 
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表3-11 ジオシンセティックス排水材の諸量 
排水材の厚さ 14mm 
ジャケット材の材質 PP不織布（ポリプロピレン） 
コア材 材質 HDPE（高密度ポリエチレン） 
 
形状 山型 
 
溝幅 12.5mm 
 
溝深さ 10.0mm 
写 真 
 
形 状 
 
 
 
 
図3-10 ジオシンセティックス排水材の組み立て方法 
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3.3.2 各実験ケースの概要 
(1) 無対策盛土（ケース１） 
写真3-7は無対策盛土の施工後の様子である．また，表3-12は用いた土試料の主な物性値を
示している．一方，表3-13に，無対策盛土の実験条件を示す．表3-14に自然土を用いて施工
した無対策盛土の施工実績を示す．ここで，目標締固め度はDc=90%に設定し，盛土築造中
に簡易支持力試験機キャスポルならびに砂置換法により得られた締固め度は全層の平均でそ
れぞれDc=89.5%とDc=93%が得られ，所定の締固め度に近い値が得られた． 
 
 
写真3-7  -5.4 無対策盛土の外観 
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表3-12 試料の主な物性値 
名 称 ケース1 
区 分 自然土 
湿潤密度t (g/cm3) 1.85 
自然含水比 w (%) 24.4 
粘着力c (kN/m2) 17.5 
内部摩擦角(°) 29.7 
目標締固め度 Dc(%) 90 
最大乾燥密度dmax (g/cm3) 1.576 
最適含水比 wopt (%) 22.1 
 
表3-13 実験条件 
試験 使用材料 
鉛直排水材 
底部 
排水層 ケース 盛土 
目標締固め度 
Dc (%) 
背面盛土 
目標締固め度 
Dc (%) 
ケース1 自然土 90 自然土 90 無し 無し 
 
表3-14 施工実績 
区分 
含水比 締固め度 Dc (%) 最大乾燥密度 最適含水比 
w (%) キャスポル 砂置換 d (g/cm3) wopt (%) 
無対策盛土 
24.4 90 93 1.576 22.1 ケース1 
自然土 
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(2) L型排水盛土防水工を適用した盛土（ケース２，３，４） 
写真3-8は，L型排水盛土施工直後の様子である．また，表3-15は用いた各土試料の主な物
性値を示し，表3-16にはL型排水盛土の各ケースの実験条件をまとめている．一方，表3-17は
L型排水盛土のそれぞれの実験ケースのおける施工実績を示す．用いた地盤材料は，ケース2，
ケース3，ケース4において，それぞれ自然土，製鋼スラグ，スラグ混合土であった． 
 製鋼スラグを用いたケース3，ケース4の目標締固め度が自然土を用いたケース1と比較し
て著しく小さく設定されている理由は，室内試験で得られた製鋼スラグ，スラグ混合土の強
度特が自然土のそれと比較して相対的に大きく，自然土を使用したケース1，2と比べて，安
全率が著しく大きいことが予想されたためである．ここで，製鋼スラグおよびスラグ混合土
の締固めには質量60kgのプレートを用いて，手動で軽く表面を均す程度の転圧で目標の締固
め度に達した． 
 L型排水盛土の全ケースにおいて，背面排水材と給水管の間には，ケース1，ケース2で用
いたものと同じ自然土を締固め度Dc=90%になるように締固めて施工した． 
 
 
写真3-8 L型排水盛土の外観 
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表3-15 各試料の主な物性値 
名 称 ケース2 ケース3 ケース4 
区 分 自然土 製鋼スラグ 混合土 
湿潤密度t (g/cm3) 1.78 2.17 1.92 
自然含水比 w (%) 22.3 7.1 15.1 
粘着力 c (kN/m2) 17.5 0.4 4.8 
内部摩擦角 (°) 29.7 44.1 37.4 
目標締固め度 Dc (%) 90 85 85 
最大乾燥密度 dmax (g/cm3) 1.576 2.370 1.973 
最適含水比 wopt (%) 22.1 9.1 15.1 
 
表3-16 各ケースの実験条件 
試験 使用材料 
鉛直 
排水材 
底部 
排水層 ケース 盛土 
目標締固め度 
Dc (%) 
背面盛土 
目標締固め度 
Dc (%) 
ケース2 自然土 90 自然土 90 有り 砕石M30 
ケース3 スラグ 85 自然土 90 有り 砕石M30 
ケース4 混合土 80～85 自然土 90 有り 砕石M30 
 
表3-17 L型排水盛土の各実験ケースにおける施工条件 
区分 
含水比 締固め度 Dc (%) 最大乾燥密度 最適含水比 
w (%) キャスポル 砂置換 d (g/cm3) wopt (%) 
ケース2 
22.3 91 91 1.576 22.1 
自然土 
ケース3 
7.1 81 85 2.370 9.1 
製鋼スラグ 
ケース4 
15.1 83 85 1.973 15.1 
混合土 
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(3) 計測機器の配置 
補強土壁の変状や盛土内部の水位変化を観測することにより，L型排水の効果を確認した．
用いた各種計測機器の諸量を表3-18に，これらの配置図を図3-11に示す．盛土内には，間隙
水圧計および土壌水分計を2層毎（50cm毎）にそれぞれ4点ずつ計16点設置し，土中内の間隙
水圧および体積含水率を観測した．また，パイプに一定間隔でひずみゲージを貼り付けたパ
イプひずみ計を2本（A-line，B-line）盛土内に鉛直に建て込むことにより盛土地盤内の変位
を観測した．また，盛土内に水位観測孔を4カ所設置し，水位テスターを挿入することによ
り，手動で盛土地盤内の水位の経時変化を観測した．さらに，盛土前面のメッシュパネルに
ひずみ計を3カ所に設置し，壁面の変形挙動を観測した．大型土槽実験装置背面の給水管に
は水位計と温度計を設置し，実験中を通して給水量が一定になるように流量を管理した．各
種計測機器の設置は，全実験ケースにおいて共通である． 
 各種計測機器のシグナルは，スイッチボックスを介して1分毎にパソコンに集積し経時変
化を観察した．また，製鋼スラグを盛土材に用いたケース3，ケース4に関しては，製鋼スラ
グと水が接することによって化学反応を起こし，排水が高いpHを示す可能性があるため，排
水中計測時に，pHも同時に測定した． 
 
表3-18 各種計測機器の諸量 
計測項目 使用センサ 仕様 測定箇所 数量 設置箇所 備考
容量：
負圧100kPa
加圧200kPa
パイプひずみ計 VP16塩ビパイプ
CFA-L3-70 ひずみゲージ貼り付け
地盤内水位
観測パイプ     
GTI-W01
容 量 ：
4m　H2O
4m×4箇所 16ｍ 地盤内 フィルター付き
壁面変位
変 位 計         
SCD-100C
容量：100mm 3箇所 3台 壁面
背面給水
パイプ内
背面給水
パイプ内
温度
温 度 計 　
BT-100B
容量： -
30~70℃
1箇所 1台
地盤水平変位
ひずみ容量：     
 ±5000με
2箇所×9点 36点 表裏２点
背面水位
水 位 計        
KW-10C
容 量 ：
20mH2O
1箇所 1台
水分量
土壌水分計   　
EC-5
4箇所×4点 16台 地盤造成時に設置
容量：水分量   
5～100%
サクション圧、水圧
小型水圧計   
KPE-200PA
4箇所×4点 16台 地盤造成時に設置 セラミック1br付き
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図3-11 計測機器の配置図 
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3.3.3 実験方法 
給水試験の手順を図3-11のフローチャートに示す． 
 
 
図3-12 実験の過程 
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3.4 実物大盛土実験の結果 
3.4.1 各実験ケースの外観 
(1) ケース１（無対策盛土：自然土） 
写真3-9は，無対策盛土ケース1の(a)給水試験前，(b)試験中および(c)試験後の様子を撮影し
たものである．給水後約25分でストリップ先端部に亀裂が発生し前方へ拡大していった．そ
れと同時に，壁面は下段を中心にとしたはらみ出しが生じた．さらに給水を続けていくと，
給水から約50分後には盛土内水位の上昇に伴い，補強土壁のはらみ出しも大きくなっていき，
補強土背面部で多数の亀裂が発生し拡大していった．その後，給水を停止したが盛土内の水
位低下は鈍く，前面からの排水も確認できなかった．最終的には，補強土壁は補強部が一体
化した状態で前方へ押し出される形で崩壊に至った．崩壊は最上段のストリップ先端より生
じ，崩壊形式は補強土背面からの給水による地盤内の水位上昇に伴うサクションの消失と，
地盤が徐々に飽和化することによる自重の増大ならびに補強土壁背部の滞水による水圧上昇
によるすべり破壊であると推定される． 
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(a) 試験前の壁面   (b) クラック発生 
 
   
(c) 試験中の壁面   (d) クラックの拡大 
 
   
(e) 試験後の壁面   (f) 上面からの崩壊状況 
写真3-9 無対策盛土ケース1の試験中の様子 
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(2) ケース２（L型排水盛土防水工を適用した盛土：自然土） 
写真3-10は，L型排水材を設置したケース2（自然土）の試験中の様子を撮影したものであ
る．給水管より給水を開始してまもなく，底部排水層からの排水を確認した．給水管から盛
土へと供給された水は直ちに鉛直排水材と底部排水層を介して盛土外へ排水されるため，給
水管の水位が定常状態の2.5mに到達するまでに約2時間を要した．ケース1と同様にストリッ
プの先端部にクラック1が発生し，さらにもう一か所クラック2が発生したが，亀裂の範囲が
拡大することはなく，終始安定した状態を保っていた．前面のメッシュパネルの変位も2日
間の給水試験を通して最大4.7mmと小さく，安定した状態であった． 
 一方，背面土は給水に伴って飽和していくことにより，いわゆる水締め状態になり地表面
が5cm程度沈下した．これに伴って鉛直排水材が変形したため，2次給水時に排水量の低下が
確認された． 
 
(a) 盛土上面に発生したクラックの様子 
   
(b)背面土の沈下    (c)底部排水層からの排水状況 
写真3-10 L型排水盛土ケース2（自然土）の試験中の様子 
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(3) ケース３（L型排水盛土防水工を適用した盛土：製鋼スラグ） 
写真3-11は，L型排水盛土ケース3（製鋼スラグ）の試験中の様子を撮影したものである．
ケース2と同様に給水を開始してすぐに底部排水層からの排水を確認した．上面にクラック
が3か所発生するものの盛土全体は安定した状態を保っており，前面のメッシュパネルの変
形も微小変形にとどまった．また，2次給水試験時に約2.3tの荷重を載荷し給水試験を行った
が，こちらも1次給水試験と同様に，防水対象域の盛土に目立った変状は認められず，安定
状態にあった． 
自然土と比べて，ゆるい状態の締固め度（Dc=85%）であったにも関わらず，二次給水時
の荷重載荷の際にも盛土は安定した状態を保っていた．製鋼スラグを盛土材に用いた場合，
施工性に優れ（すなわち，締固めが容易），なおかつ通常の土質と比べて，盛土全体が非常
に安定していることが分かった． 
    
(a)盛土上面の様子        (b)底部排水層からの排水状況 
 
   
(c)排水のpH測定       (d)二次給水試験時の荷重載荷の様子 
写真3-11 L型排水盛土ケース3（製鋼スラグ）の試験中の様子 
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(4) ケース４（L型排水盛土防水工を適用した盛土：混合土） 
写真-3-12は，L型排水盛土ケース4（混合土）の試験中の様子を撮影したものである．これ
までのL型排水盛土では盛土上面にクラックが生じていたが，ケース4では目視の範囲ではク
ラックは発生しなかった（写真3-12参照）．さらに，盛土全体の安定性も高く，前面のメッ
シュパネルの変位も微小な変形にとどまった． 
製鋼スラグ単体を用いたケース3同様，締固め度Dc=85%と低い締固め度で施工したのにも
かかわらず，盛土は安定していた．品質の良い土質の入手が困難となっている昨今，粒度分
布の悪い現地発生土に製鋼スラグを混合することにより，施工性に優れ安定した盛土構造物
が施工できる可能性がある． 
 
    
(a) 盛土上面の様子          (b) 荷重載荷後の様子 
写真3-12  L型排水盛土ケース4（混合土）の試験中の様子 
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3.4.2 盛土挙動の計測結果 
(1) 変形挙動 
図3-13は，2日間の給水試験を通じた前面メッシュパネルの最大変位の観測結果である．
なお，ケース1については盛土が崩壊したため計測不能であった．表3-19には，室内試験に
よる実験に用いた各試料の変形・強度特性を示す．前面メッシュパネルの変形量は，自然土
を用いたケース2が，盛土上面に生じたクラックの数，幅と同様に，他の2ケースに比べて大
きい結果となった．一方，製鋼スラグを用いた２つのケースは，2次給水時に約2.3tの荷重を
載荷したにも関わらず微小変形にとどまり，自然土を用いたケースと比べて補強土壁は安定
していた．これは，表3-19に示すように，製鋼スラグおよび混合土は，自然土と比べて著し
く弾性係数E50が大きいため，生じた変形量が小さくなったと考えられる．つまり，製鋼スラ
グを粒度分布の悪い現地発生土に混合し補強土壁に用いることによって，変形量が小さく安
定した補強土壁を施工できるということが分かった． 
 図3-14は，パイプひずみで計測した曲げひずみの分布である．前述と同様の理由により，
製鋼スラグを用いたケースでは曲げひずみはほとんど発生せず，盛土全体の剛性が高く安定
した状態を保っていたことが分かった． 
製鋼スラグを用いたケース3，ケース4の締固めは，60kgプレートで軽く表面を均す程度で
あったため，締固め度はDc=80~85%とゆるい状態にあった．ただ，通常の盛土材であれば，
締固め度がこのように低いと，明らかに締固め不足で剛性・強度ともに小さく，不安定な状
態となる．一方，締固めが不十分な状態であっても，スラグ混合土は自然土と比べて強度特
性ならびに締固め特性が優れているため，盛土は安定した状態を保つことができる． 
補強土壁工法においては，補強土近傍では補強材と壁面工との定着部の損傷を避けるため
壁面背後の盛土を十分に締固めることができない4)．このような壁面近傍の締固め不足は，
大雨などにおいて盛土上面からの表面水が壁面背後に回り込んで大きな水頭が作用し，パイ
ピングによる盛土材のすり抜けが生じるなど，盛土の不安定化を誘発する可能性を秘めてい
る5)．しかし，製鋼スラグおよびスラグ混合土を補強土壁工法の盛土材として用いることに
より，通常の土質では施工不良とされる締固め度Dc<90%のような緩い状態でも，盛土は安
定した状態を保つことができるため，盛土の崩壊を引き起こす大きな要因の一つである締固
め不足による崩壊を未然に防ぐことができる． 
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図3-13 前面メッシュパネルの最大変形量 
（ケース1は盛土が崩壊したため計測不能） 
 
 
表3-19 試料の変形・強度特性(室内試験結果) 
 
区分 
弾性係数 ポアソン比 粘着力 せん断抵抗角 
E50 (kPa)  cd (kPa)  d (°) 
ケース1 
7,500 0.32 17.5 29.7 
ケース2 
ケース3 19,000 0.25 0.2 44.1 
ケース4 10,000 0.28 4.8 37.4 
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(a) ケース１               (b) ケース２ 
  
(c) ケース３               (d) ケース４ 
図3-14 土中ひずみ分布（累積曲げひずみ） 
 
(2) 浸潤線とサクション圧の変化 
図3-15は，試験中の盛土内水位の経時変化である．L型排水を設置していないケース1では，
盛土内の水位は時間を追うごとに上昇している（図3-15(a)参照）．しかもその水位上昇の速
度は大きく，2,250秒（37分30秒）後に，盛土背面側のD-lineで1.75mの水位が観測された．
その後の水位観測は，上面に亀裂が多数生じ危険な状態であったため，水位テスターを観測
孔に挿入することができなかったため，観測することができなかった．その後，ケース1は
およそ52分後には崩壊に至った．よって，排水対策のない盛土に地山（盛土背面側）からの
急激な浸透水の流入があった場合，盛土は不安定な状態に陥り，崩壊する危険性が高いこと
が分かった．一方，L型排水を設置したケース2，ケース3，ケース4については，鉛直排水材
より前面側の防水領域では，水位の上昇が一切見られなかった． 
 図3-16に，給水開始からの経過時間と盛土の最も背面側のD-line に設置したサクション計
で観測されたサクションの値の関係を示す．ただし，各ケースのD-lineの図には，背面給水
管の水位の経時変化も付記している．一方，図3-17に各ケースの給水開始からの経過時間と
土中水分量の関係を示す． 
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これらも前述と同様に，L型排水を設置していないケース1では，給水開始直後から土中水分
量が急激に100%付近にまで上昇し，土中が飽和していくに伴い，水圧が負から正へと遷移
していっていることがわかる．盛土内が不飽和から飽和へと遷移していき，サクションが喪
失することによって，見かけの粘着力が失われ盛土が弱体化している．さらに，盛土の背面
側に正の間隙水圧が発生し，盛土背面からの浸透水が滞水し，水圧が盛土に作用して険な状
態に推移する．給水停止後も水の逃げ道がないため，サクション，水分量の変化は鈍く，長
時間にわたって背面から水圧がかかっていることになる．実現場を想定すると，降雨後も長
時間にわたって危険な状態が続くため，降雨強度が強い雨のような場合だけでなく，降雨強
度の弱い雨が間隔をあけて複数回降った場合にも崩壊の危険性があるということになる． 
対照的に，L型排水を設置したケース2，ケース3，ケース4では，盛土下部側のD-1，D-2で
は，サクションの低下は見られるが，全ケースのどの点においても負のサクションは発生し
ておらず，盛土背面に浸透水が滞水することによって生じる水圧の上昇は試験中に一切発生
しなかった．これはD-line以外の点においても同様な結果が得られた． 
以上から，「L型排水盛土防水工」の地山からの浸透水を鉛直に設置したジオシンセティ
ックス排水材により下方に落とし，底部に設けた底部排水層より速やかに盛土外へ排水する
という機能がどの土質を用いた場合でも健全に機能し，この機能により盛土が安定した状態
を長時間保つことができるということが分かった． 
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（a）ケース1 
-20
-15
-10
-5
0
5
10
15
20
0 50000 100000 150000 200000
サ
ク
シ
ョ
ン
(k
P
a)
時間 (sec)
サクション計A-1
サクション計A-2
サクション計A-3
サクション計A-4
-20
-15
-10
-5
0
5
10
15
20
0 50000 100000 150000 200000
サ
ク
シ
ョ
ン
(k
P
a)
時間 (sec)
サクション計B-1
サクション計B-2
サクション計B-3
サクション計B-4
-20
-15
-10
-5
0
5
10
15
20
0 50000 100000 150000 200000
サ
ク
シ
ョ
ン
(k
P
a)
時間 (sec)
サクション計C-1
サクション計C-2
サクション計C-3
サクション計C-4
0
50
100
150
200
250
-20
-15
-10
-5
0
5
10
15
20
0 50000 100000 150000 200000
高
さ
(m
)
サ
ク
シ
ョ
ン
(k
P
a)
時間 (sec)
サクション計D-1
サクション計D-2
サクション計D-3
サクション計D-4
水位計
 
（b）ケース2 
 - 98 - 
 
-20
-15
-10
-5
0
5
10
15
20
0 50000 100000 150000 200000
サ
ク
シ
ョ
ン
(k
P
a)
時間 (sec)
サクション計A-1
サクション計A-2
サクション計A-3
サクション計A-4
-20
-15
-10
-5
0
5
10
15
20
0 50000 100000 150000 200000
サ
ク
シ
ョ
ン
(k
P
a)
時間 (sec)
サクション計B-1
サクション計B-2
サクション計B-3
サクション計B-4
-20
-15
-10
-5
0
5
10
15
20
0 50000 100000 150000 200000
サ
ク
シ
ョ
ン
(k
P
a)
時間 (sec)
サクション計C-1
サクション計C-2
サクション計C-3
サクション計C-4
0
50
100
150
200
250
-20
-15
-10
-5
0
5
10
15
20
0 50000 100000 150000 200000
高
さ
(m
)
サ
ク
シ
ョ
ン
(k
P
a)
時間 (sec)
サクション計D-1 サクション計D-2
サクション計D-3 サクション計D-4
水位計  
（c）ケース3 
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（d）ケース4 
図3-16 経過時間とサクション，水位の関係 
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（d）ケース4 
図3-17 経過時間と土中水分量の関係 
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(3) 排水量 
図3-18に底部排水層からの排水量と経過時間の関係を示す．排水量の測定方法は，写真3-
13に示すように，排水ピットの水位を計測し，5分間経過したのちにもう一度水位を計測す
ることにより求めた．排水量は目視で計測したためばらつきが大きいが，ケース4＞ケース3
＞ケース2の順で排水量が大きいという結果となった．この要因としては，ケース2，ケース
3では鉛直排水材と給水管の間に設けた自然土の部分が水締めで大きく沈下したため，この
部分の土がジオシンセティックス排水材の不織布の目に入り，排水量が小さくなったと考え
られる．また，この沈下による変形によって，ジオシンセティックス排水材と背面土（地
山）との接触が悪くなったために，排水材の機能が十分に発揮できなかったとも推測できる．
さらに，ケース2，ケース3では底部排水層の部分にそれぞれの細粒分が入り込んでいたこと
が解体時にわかった．しかし，ケース4の混合土についてはこれらの現象はあまり見られな
かった．自然土は細粒分含有率がFc=32.6%と高い土試料であり，転圧した際にこの細粒分が
砕石層にめり込んでいった．一方，製鋼スラグは含水比w=8%の気乾状態で用いたため，1層
目の撒きだし時に，細粒分が砕石層に入り込んだ．しかし，混合土については，自然土は細
粒分含有率が高く保水性が高いため，製鋼スラグの細粒分を吸着し，めり込みや細粒分の落
ち込みが発生しなかったのではないかと考えられる．これらがケース2，ケース3の排水量が
ケース4の排水量に比べて小さくなった要因として考えられる．よって，実現場へ「L型排水
盛土防水」を実施する際には，ジオシンセティックス排水材の不織布の材質や地山とのなじ
み，砕石層への盛土材の入り込み等を考慮しなければならない．  
 
  
図3-18 排水量の推移        写真3-13 排水量測定の様子 
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(4) pHの測定結果 
図3-19は，給水試験中に測定したケース3，ケース4の排水中のpHの測定値と経過時間の関
係である．図中には，自然土のpH=10を基準線として示している． 
２つのケースとも給水試験開始直後にpHは急激に上昇し，製鋼スラグ単体を用いたケース
3では11.1，スラグ混合土を用いたケース4では11.4に到達した．2日目には，1日目のケース3
のpHにあまり差異は見られなかったが，ケース4では1日目より平均で1.4ものpHの低下が見
られ，自然土単体のpHと同等の値を示した． 
ケース3でこのような高pH値を示した原因は，前述（3.4.2の(2)参照）と同様に，砕石層に
入り込んだ製鋼スラグの微粉末によるもの，あるいは，砕石層の最も盛土背面（地山側）部
分においての水位が製鋼スラグに接する程度にまでは上がっているのでその部分で製鋼スラ
グと水が反応した，という2つが考えられる．これらの防止対策としては，砕石層の上に目
の細かいネットやシートを敷設するなどして，砕石層に微分末が入り込まないようにするこ
とが考えられる．ただ，シート等を敷設することにより，砕石層と盛土部分のなじみが悪く
なってしまい，盛土が不安定化する可能性があるため，今後の検討課題である． 
ケース4が1日目のpHが高い値を示している原因は，ケース3と同様の理由も考えられるが，
解体時にある程度掃除はしたもののケース3の製鋼スラグが少し大型土槽実験装置の底面に
残っており，これが水と反応して1日目のpHが高く検出され，2日目ではその溜まっていた分
が十分に洗い流されたため，pHが自然土の値まで低下したとも考えられる． 
今回の実験では，製鋼スラグによるpHの上昇は見られず，製鋼スラグと自然土を混合する
ことで製鋼スラグを盛土材として用いることの最大の障害である高pH水の溶出が抑制される
可能性が示された． 
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図3-19 pHと経過時間の関係 
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3.5 数値解析による性能および安全性の評価 
3.5.1 解析方法 
実物大実験の盛土の変形および安定性の評価のため，表3-20に示すような数値解析を実施
した．数値解析には，地盤工学分野で世界的に広く用いられている汎用解析プログラムであ
るPLAXISを使用した． 
PLAXISで用いたせん断強度低減法による解析手法の特徴は，極限平衡法(極限つりあい法)
と比べると，変形が考慮される点にある．具体的には，以下の特徴がある．  
① すべり面の形成過程がわかる 
② 最危険すべり面が出現する 
③ 局所すべり(破壊)を知ることができる 
④ 変形量を知ることができる 
課題として，すべりが生ずると判断する明確な基準がなく（つまり，いわゆる臨界状態の判
定が難しく），すべり面を明確に特定できないことが指摘されている． 
ここで，せん断強度低減法では．斜面安全率Fsは，すべろうとする力(滑動力S)とすべりに
抵抗する力(抵抗力R)の比であり，Fs=R/S と定義できる．この式は直感的にわかりやすいが，
同じ式の解釈の仕方を変えてみると(Fsを分母に移動)，S=(1/Fs)R となる．この式の解釈とし
て，抵抗力Rに低減率1/Fsを乗じると，「いま発現している滑動力S」に等しい，と理解でき
る．例えば，安全率Fsの逆数を，抵抗力Rの低減率とみなす．例えば，Fs=1.25の状態とは，
1/1.25=0.80であるから，S=0.80Rとなり，斜面の持つ抵抗力Rの80%相当の滑動力Sが生じてい
る状態である．当然，Rの100%相当の滑動力S が生じたとき，斜面は臨界状態にある．FEM
の斜面安全率の定義は，まさにこの低減率1/Fs(せん断強度低減法と呼ばれる)に基づいてい
る． 
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表3-20 施工実績（実験後の試料を用いた室内土質試験結果） 
 
区 分 
弾性係数 
E50 (kPa) 
ポアソン比 
 
粘着力 
cd (kN/m2) 
せん断抵抗角 
d (°) 
ケース1 
自然土(無対策) 
7,500 0.32 17.5 29.7 
ケース２ 
自然土 
ケース３ 
製鋼スラグ 
19,000 0.25 0.2 44.1 
ケース４ 
混合土 
10,000 0.28 4.8 37.4 
 
3.5.2 解析結果および考察 
図3-20と図3-21は，それぞれせん断強度低減法(c-φReduction)による４ケースの盛土の変形
挙動と安定性の検討結果である．図3-20の変形図と図3-21のせん断変形増分図から分かるよ
うに，実物大盛土実験で観測された挙動をうまく再現することができていると考えられる．
但し，ケース1の場合，水の注水の段階で盛土に破壊が生じたため，ｃ-φ低減法による安全
率は得られなかったため，図3-20(a)に破壊直前のせん断変形増分図を示している． 
一方，表3-21に示すの数値解析結果から，製鋼スラグを用いたケース３，４が，自然土を
用いたケース１，２より，変形性，安定性ともに優れていることが分かる．とりわけ，壁面
の変形性，レベル２地震に対する安定性においては，その差が顕著である． 
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(a) ケース1 (無対策)                          (b) ケース2 
 
(a) ケース3                          (b) ケース4 
図3-20 最終段階の変形図(SCALE × 10倍) 
 
(a) ケース1 (無対策)                          (b) ケース2 
 
(a) ケース3                          (b) ケース4 
図3-21 せん断変形増分図 
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表3-21 施工履歴を反映した数値解析結果のまとめ 
 
区分 
最小安全率（Fs） 壁面の変位量 
常 時 地震時(h=0.25g) 
最大変形量 
(mm) 
最大水平 
変位量(mm) 
極限釣合い法 c－低減法 極限釣合い法 
ケース 1 0.957 1.0以下(破壊) 0.862 83.6 40.02 
ケース 2 
1.024 
(1.042＊) 
1.095 0.864 22.9 13.30 
ケース 3 
1.503 
(1.652＊) 
1.438 1.153 3.53 1.99 
ケース 4 
1.233 
(1.289＊) 
1.239 1.012 8.03 3.89 
 
※ ただし，「＊」の最小安全率は無水位および載荷なしの場合の設計安全率である．ケー
ス１の場合，給水の段階で破壊が生じたため，ｃ－φ低減法による安全率は得られていない．
また，チェックされた変位量も破壊直前の変位量を示している． 
第三章 環境に優しく豪雨と地震に強い新たな補強土壁工法の研究開発 
 
 - 107 - 
 
3.6 浸透流解析によるL型防水工の性能評価 
実物大盛土実験の結果より，テールアルメ補強土壁にジオシンセティックスL型排水材を
採用した場合の防水効果を確認した．本節では，実物大盛土実験の条件と同様なモデルを採
用したFEM数値解析の実施によりL型防水工の性能をしている． 
 
3.6.1 解析方法 
本研究のFEM数値解析には，地盤工学の研究者や技術者などの間で国際的に広く用いられ
ている汎用プログラムであるGEO-SLOPE社が開発したSEEP/W(浸透解析専用プログラム)を
使用した．図3-22に，実物大盛土実験のケース２(L型排水材の採用ケース)に相当する浸透流
解析モデルを示す．ケース１の場合は，ケース２のモデルと同様な寸法，境界条件および給
水条件で，鉛直排水材と底面排水層を除いたモデルでケース２と同様な浸透流解析を実施し
た． 
一方，盛土材の透水係数は室内透水試験結果を参考にして，k=10-8m/sを適用した．一方，
鉛直排水材のフィルター材の透水係数と底面部の排水砕石層の透水係数は一般値であるk=10-
3m/sを適用した．なお，今回の浸透解析では，背面給水に対する流入条件を反映するため，
高さ2.5mnの盛土背面土に，実物大盛土実験で行った給水条件と同様の水頭条件，即ち，時
間-水頭変化の関数を適用した不定流浸透流解析を実施した(図3-23)． 
 
 
 
図3-22 浸透流解析に用いたモデル(ケース2)      図3-23 時間-水頭変化の関数 
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図3-24 時間経過に伴う間隙水圧分布および流速ベクトル図 (ケース2) 
 
3.6.2 解析結果および考察 
図3-24は，時間経過に伴う盛土内の間隙水圧分布と流速ベクトルである．この結果より，
背面給水による水位の上昇に伴い，L型排水材の外部区域にて飽和化が進行することが分か
る．ちなみに，図3-23と図3-24から分かるように，L型排水材の内部区域は背面の水位が
1.5mまで上昇(①90分後)しても盛土内部への浸透は見られない．  
一方，盛土背面の水位が2.5mで維持される定常水位の状態(②263分後)においても飽和領域
が拡大することなく，水位低下時(③503 分後 ～④983分後)には鉛直排水材により排水が促
進されている様子が伺える．換言すれば，L型排水材を介して浸透水が盛土外部へ排水され
る様子が再現されている．これらの結果から，L型排水材の設置により背面に急激な水位上
昇が生じても，補強土壁に水圧の影響や水の浸透はないと評価できる． 
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3.7 まとめ 
 
本章では，実物大盛土実験に用いた盛土材料の物理特性，締固め特性，強度特性，等の力
学特性ならびに補強材と盛土材料との摩擦特性を求めることにより，実験用のテールアルメ
補強土壁を設計し，盛土の力学安定性を評価した．また，ジオシンセティックス排水材を用
いた「L型排水盛土防水工」の防水効果を検証するために，実物大盛土を用いた浸透実験を
実施し，対策の有無による結果を比較検討した．また，盛土材料として，細粒分含有率の高
い(Fc=32.6%)自然土，製鋼スラグ，スラグ混合土を用いた．一連の研究から得られた成果を
以下にまとめる． 
 
① 製鋼スラグの有効利用促進の一環として，盛土材料としての適用性を一連の室内試験を
通して検討した．その結果，製鋼スラグは一般の盛土材料に比べて重質であり，内部摩
擦角が通常の盛土材料よりも大きく，盛土材料として十分な強度を有していることが分
かった．更に，自然土と混合した場合でも，粒度特性，透水特性，締固め特性，強度特
性が大きく改善され，優れた改良効果を発揮する．今回の実験では，物理・力学特性が
自然土と製鋼スラグとの間で，ほぼ中間的な値を示したが，これは重量比5：5であった
ことに起因するものと考えられ，土質材料の物性値をコントロールしやすい傾向も確認
できた．一連の室内試験の結果から，製造工程によってユニークな特性を持つ製鋼スラ
グは，現場の適切な締固め管理および粒度調整によって，低コストかつ環境負荷低減を
見込める盛土材として有望であることが分かった． 
 
② 一方，大型土槽実験によるL型排水材の検証実験のケース１およびケース２からは，ジ
オシンセティックスを用いたＬ型排水盛土防水工を補強土(テールアルメ)壁工法に適用
し優れた効果を確認した．谷埋め盛土など背面側からの浸透水が懸念される箇所で有効
に機能するものと思われる．防水効果の観点から，本実験に使用した自然土は一般的な
環境基準を超える材料であり，実現場に適用した場合に環境面での問題となることが考
えられる．雨水が盛土内部に浸透するとその低い透水性から，排水に時間を要すること
となる他，長期にわたり周辺環境に影響を与える懸念が残る．浸透流解析結果からL型
排水工により盛土内部への水の浸透を防ぐ盛土防水工の効果は，建設発生土のリサイク
ルを含めた環境問題にも適用出来るものと考えられる．しかし，ジオシンセティックス
排水材の変形，底部砕石層への目詰まりによる排水量の低下という問題も明らかになっ
たため，今後はより長期的な視点から検討していかなければならない． 
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③ 製鋼スラグ使用の場合（ケース３，４）は，軽く締固めた程度（Dc =80~85%）でも十分
な強度を発現した．これは工法が簡易となり，工期短縮につながる．更に，自然土単独
使用（ケース２）と比べ，鉄鋼スラグ（ケース３）あるいはスラグ混合土（ケース４）
は安全率が向上，すなわち，耐震性が向上した．また，製鋼スラグを通常の土質と混合
したものを「L型排水盛土防水工」の盛土に適用することにより，製鋼スラグを盛土材
として用いることの最大の障害である高アルカリ水の溶出を抑えられることが分かった． 
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第四章 広域3次元地形・地盤モデルの構築と都市型水害軽減のための雨
水浸透適地マップの作成 
 
4.1 はじめに 
第四章では，豪雨による内水氾濫等の都市型水害軽減を目的とした浸透施設設置場所の選
定を合理的に行うため，実在する都市(以下，芦屋市)の全域を対象として，地盤ボーリング
データを用いた３次元地形・地盤モデルの構築，現場注水試験による不飽和浸透特性の把握，
広域地下水流動解析の実施，解析結果から地盤の雨水浸透評価を行うという一連の工学的手
法を提案し，提案手法の妥当性や有用性について検証した．  
図4-1は，本研究で実施した浸透評価手法のフロー図である．本研究は，モデルケースと
して兵庫県芦屋市を対象とした事例研究である． 
 
 
図4-1 浸透評価フロ  ー
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4.2 解析対象地の概要 
4.2.1 市域とその位置 
芦屋市は，阪神地域の中央やや西寄りを占め，大阪湾に臨む六甲山地の南側に東西約2km，
南北約7.5km，面積16.07km2の短冊形の市域が広がっている．市域の東は西宮市，西は神戸
市に接している1)．芦屋市の位置を図4-2に示す．なお，本研究では市街地を中心とする東西
約3km，南北約5kmの領域を解析対象領域（詳細は後述する）としている（図4-2の赤枠）． 
 
 
図4-2 芦屋市の位置1)に加筆 
 
4.2.2 気象状況 
芦屋市の降雨状況として，図4-3に年間総降雨量の推移を，図4-4に年間最大時間雨量の推
移を示す．なお，これらの図は芦屋市の地域気象観測所(アメダス)の観測期間が1995年3月～
2004年2月の間のみであったので，神戸海洋気象台のデータ2)をもとに作成している．図4-3，
図4-4より，近年降雨量のばらつきが大きいものの，年間降雨量は約1,300mmで推移しており，
また，50mm/h 程度の短期間強雨が数年に一度発生している状況であることがわかる． 
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図4-3 年間総降雨量の推移（神戸海洋気象台）2)をもとに作成 
 
 
 
 
図4-4 年間最大時間降雨量の推移（神戸海洋気象台）2)をもとに作成 
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(1) 地形概要 
芦屋市の市域は，六甲山地の山頂部から海岸，埋立地におよぶため，山，川，谷，平地な
ど様々な地形が展開している1)．当該市域を大きく分けると，北部の山地部，台地や低地の
平坦部，埋立地となり，六甲山を頂点として北が六甲山，南は大阪湾に面した細長いひな壇
型の地形構造となっている（図4-5）．また，芦屋川，宮川，大溝川といった河川が市域を
流れており，いずれも北から南方向へと流下する． 
図4-6に国土国交省国土地理院が公開する基盤地図情報（数値標高モデル）5mメッシュ3)を
用いて作成した芦屋市の地形の外観を示す． 
 
 
図4-5 芦屋市の地形構造概要（「芦屋市都市計画マスタープラン（現況）」より引用） 
 
 
図-4-6 芦屋市の地形概要（解析対象領域全域） 
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(2) 地質・土質概要1) 
芦屋市の地質は，背山を構成している固い岩盤と山麓から海岸へかけての台地や低地を構
成している未固結の地層とからできている．岩盤は山地を作っているほか，平野部の地層の
基盤となって深く広く横たわっている．台地や低地の地層は，かつての湖底や浅海底に堆積
した土砂が陸上に現れたものや，かつての河原であった礫層などであり，基盤岩を薄く覆っ
ている関係にある．芦屋市域に出ている基盤岩は，古生層と花崗岩であり，被覆層は，大阪
層群，段丘礫層と呼ばれる洪積層および沖積層である．これらの地質系統を芦屋市周辺の関
係深いものを含め，生成の順に配列したものを表4-1に，芦屋市の地質図を図4-7に示す． 
 
表4-1 芦屋市の地質系統1) 
 
 
図4-7 芦屋市の地質図（赤枠は解析領域を指す）1)に加筆 
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市街地の低地の地下には，未固結堆積物の軟弱な粘性土層，ゆるい砂，砂礫層からなる沖
積層が分布する．この沖積層の地下には上部洪積層，大阪層群が分布している．上部洪積層
は，海成の粘土，砂層と淡水生の砂礫，砂，粘土層が重なっている．大阪層群は，堆積年代
が20万年前より古く，地殻変動と平均海水準の変動を反映して，海成の粘土，砂層と淡水生
の砂礫，砂，粘土層が重なっている． 
 一方，基盤層では，中生代の貫入生成による花崗岩類が分布している．六甲山地の大部分
は六甲花崗岩であるが，芦屋川以西の山地の南縁には別種の布引花崗岩が分布する．花崗岩
は風化が進みやすく，深部風化の結果，「マサ（真砂）」と呼ばれる風化層が形成される．
芦屋市域の六甲山地では，山稜地域周辺で深部風化が見られる． 
 
(3) 解析対象領域 
本研究では，過去に芦屋市で実施された約430本のボーリングデータを用いて地盤モデル
を作成した．図4-8にボーリング位置図を示す．図4-8より，ボーリング調査位置が市街地に
密集していることがわかる．また，都市型水害を対象とした検討を目的としていることから，
市街地を中心とする東西約3km，南北約5kmの領域を解析対象領域とした．ここで，市街地
を流れる河川のうち，二級河川である芦屋川と宮川を解析に反映させるものとした． 
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図4-8 ボーリング調査位置図（赤枠は解析領域を指す） 
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4.3 ボーリングデータの整理 
３次元地盤モデル構築の前段階として入手したボーリングデータの整理を行った．ボーリ
ングデータからモデル化に必要な情報を抽出し，これらを視覚化し，エラーデータの修正を
行い，３次元地盤モデル構築のための基礎データとした． 
 
4.3.1 データの抽出 
(1) データのフォーマット 
入手したボーリングデータはテキスト形式のデジタルデータで，ボーリング柱状図の情報
や現地試験や室内試験の情報が入力されたファイル（拡張子：.db，以後DBファイルと記載
する）と，対応するDBファイルの地層記号の情報が入力されたファイル（拡張子：.lay，以
後LAYファイルと記載する）の2種類がある．LAYファイルは一部のDBファイルに対する補
助的なデータとなっており，全てのDBファイルに対してLAYデータがあるわけではない．
これらのファイルのデータフォーマットを付録-1に，DBファイル，LAYファイルの例を付録
-2，付録-3にそれぞれ示す． 
 
(2) 抽出するデータ 
本研究では，DBファイルより得られる位置情報（地名，緯度，経度），孔口標高，土質
区分情報（土質名称および下端深度）をモデル化に必須なデータとし，これらを全てのDB
ファイルより抽出し，Microsoft Excelに入力した．また，ボーリング名，調査名，孔内水位，
標準貫入試験情報はモデル化やエラーデータの修正の際，有用な情報となり得ると考え，こ
れらの情報も抽出した．さらに，DBファイルに現場透水試験結果が入力されている場合や，
対応するLAYファイルがある場合には，これらの情報も抽出するものとした．また，全ての
ボーリングデータに，データを一意に定める通し番号を割り当ててデータ整理の便を図った．
なお，ソースデータの特定の位置に入力されたこれらの情報を抽出しExcel に入力する作業
は，Excel VBA（Visual Basic for Application）のマクロプログラムにより自動で行っている． 
 データの抽出後，得られたエクセルファイルを確認し，エラーデータであることが明らか
なDBファイルについては修正作業を行っている．このとき，位置情報や孔口標高などの必
須データの抽出先のセルが空白である場合や，DBファイルにおいて「データなし・不明」
を意味する“-1”，“@”が入力されている場合を修正の対象としている．これらの不備は，
紙媒体のボーリング柱状図において該当箇所の情報が欠損している場合に生じる．また，半
角スペースをデータ区切り位置をとしてマクロプログラムによる処理を行っているため，
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DBファイルに余分なスペースが入力されている場合も，このような不備が生じる．データ
修正の詳細な手順に関しては付録-4にて述べる．なお，この段階で土質の推定ができないも
のについては，後述する4.3.3で述べる方法で再度検討した． 
 
(3) 土質分類の簡略化 
DBファイルより得られる土質分類名は，何らかの基準による規格化はされておらず，ボ
ーリング技師がボーリング調査時に判定をした土質名がそのまま入力されている．そのため，
DBファイルより抽出した土質は膨大で，例えば芦屋市では約432種類にも及ぶ．これらをそ
のまま用いるのは合理的でなく，モデル化の際に同一と推測される土層を探す場合などに混
乱を招く恐れがあると考え，土質分類の簡略化を行った． 
 土質分類の簡略化は，(i) 抽出した土質を全てリストアップし，重複するものを削除し，
土質名称の末尾に着目して岩，礫，砂，シルト，粘土，その他の6項目に分ける，(ii) 6項目
それぞれについて，土質名称から予測される透水係数の値をもとに土質を分類する，(iii) (ii)
得られた分類のうち，土質全体の中に占める割合が小さいものを，同じ項目内にある同様な
透水係数値が予測される分類に統合する，の手順により行った． 
 (ii) に関して，地盤材料の工学的分類（JGS 00051）4)によれば，土質区分における「～ま
じり」は構成粒子の質量構成比が5%以上15%未満を，「～質」は構成粒子の質量構成比が
15%以上50%未満を指すとしている．そこで本研究では「～まじり」が透水係数に与える影
響が小さいものと仮定して，土質名称における「～まじり」を無視するものとした．一方，
「～質」は透水係数に与える影響が無視できないものと考え，「～質」は土質分類の簡略化
の際に反映させるものとした．また，土質名称が「AとBの互層」となっている場合，その
層の透水性は透水性の低い層に依存すると考え，透水性の低い層の土質分類に置き換えるも
のとした．表4-2は，再分類前後の土質分類の一例を示す．ここで，土質分類の簡略化は，
色相や観察記録などは考慮せず，DBファイルに記載されている土質名称にのみに着目して
行っている． 
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表4-2 再分類後の土質分類一覧 
再分類後の土質分類 再分類前の土質分類の一例 
岩 
岩盤，頁岩，花崗岩，亜炭・砂岩互層，凝灰岩，火山礫凝灰
岩，軟岩など 
風化岩 風化岩，岩盤（風化帯），風化凝灰岩，強風化帯など 
砂礫 玉石，砕石，礫，砂礫，アスガラ，木片，亜炭，瓦礫など 
粘土質砂礫 粘土質砂礫，シルト質砂礫，粘土質礫など 
砂 砂，～まじり砂，マサ土，表土，盛土，埋土など 
細砂 細砂，微細砂，～まじり細砂など 
中砂 中砂，～まじり中砂など 
粗砂 粗砂，～まじり粗砂など 
礫質砂 礫質砂，～まじり礫質砂など 
シルト質砂 シルト質砂，シルト質細砂，火山灰質砂など 
粘土質砂 粘土質砂，粘土質中砂，～まじり粘土質砂など 
シルト 
シルト，～まじりシルト，耕作土，旧表土，火山灰，ロー
ム，凝固シルトなど 
砂質シルト 砂質シルト，礫質シルト，砂礫シルトなど 
粘土 
粘土，凝固粘土，シルト質粘土，ヘドロ，粘性土，泥土，沈
泥土など 
砂礫質粘土 砂質粘土，礫質粘土，砂礫質粘土，砂礫粘土など 
有機質土 有機質土，腐植土，黒ボク，腐食物，～まじり有機質土など 
アスファルト・ 
コンクリート 
アスファルト，コンクリート，舗装，道路など 
 
4.3.2 データの視覚化 
データの管理および視覚化には，SWS（Schlumberger Water Services）社開発の地盤情報管
理ソフトウェアであるHydro GeoAnalyst（以後HGAと記載する）を使用した．HGAは入力し
たボーリング柱状図や現位置情報をデータベース化できるほか，入力した柱状図の3次元表
示や2次元地層断面図の作成ができる5)．本研究ではボーリングデータの視覚化や3次元地盤
モデル構築のための補助ツールとしてHGAを使用した． 
 前項で抽出したデータをHGAで読み込める形に整理し，HGAに入力した．図4-9に入力し
たボーリングデータを市街地図にプロットしたものを，図4-10にボーリングデータを3次元
的に視覚化したものを示す．また，HGA上で使用した土質凡例を表4-3に示す．なお，図が
煩雑になるため，図4-10には全てのボーリングデータデータを表示していない． 
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図4-9 ボーリング位置図（HGAにて作成） 
 
 
図4-10 ボーリングデータの3次元視覚化 
 - 122 - 
表4-3 芦屋市の土質凡例 
 
 
4.3.3 エラーデータの修正 
デジタル化されたボーリングデータは，アナログ形式のボーリングデータを人間が手作業
にて作成したものであるため，4.3.1項で述べたように，元データとなるアナログデータの不
備やデータの入力ミスなどにより，実際の地盤情報と異なる情報が入力されている可能性が
ある．そこで，まず位置・標高に関して齟齬がないかを確認し，4.3.1項では処理できなかっ
た土質分類のエラーの修正を行った． 
 
(1) 位置の修正 
図4-8と図4-9を比較することにより，位置情報に不備がないかを確認した．不備があった
場合は，図4-8やDBファイルの調査地名などを参考にして位置情報を修正した．なお，位置
情報に不備が生じる原因としては，緯度経度の数字の読み間違いや桁の間違い，緯度経度の
逆転などがある． 
 
(2) 標高の修正 
ボーリングデータに記載されている孔口標高値が実際の地形に合致するかの確認を行い，
合致しない場合には標高の修正を行った．地形情報は国土国交省国土地理院が公開する基盤
地図情報（数値標高モデル）5mメッシュ3)を使用した．ボーリングデータの孔口標高と地形
第四章 広域 3次元地形・地盤モデルの構築と都市型水害軽減のための雨水浸透適地マップの作成 
 
 - 123 - 
情報が合致しない要因としては，ボーリングデータの入力ミスや，ボーリング採取後の微地
形変化や切盛土・埋立地などの地形改変，地形データが5m間隔であるため実際の地形を完全
には再現できない，などが考えられる． 
それぞれのボーリングデータに対して，採取点の座標に最も近い5mメッシュの格子点のz
座標（標高値）をボーリングデータの真の標高であるとし，DBファイルの孔口標高と真の
標高との比較を行い，修正が必要なデータを抽出した． 
 標高が一致しない場合には，地表データより孔口標高が高い場合（図4-11の赤丸）と，地
表データより孔口標高が低い場合（図4-11の青丸）の2つがある．本研究では，前者に関して
は全て孔口標高を下げ，ボーリングを下方へ平行移動させることで地表面に合わせるものと
した．また後者に関しては，ボーリング調査の後に埋立地や盛土の造成が行われたことがエ
ラーの原因となっている可能性があり，この場合，地表データと孔口標高の不一致は必ずし
もボーリングデータのエラーを意味するものではないため，孔口標高を上げることによって
2次元地層断面の作成や地層境界の推定の際に支障をきたす可能性がある．そこで本研究で
は，地表面との差が大きい（30mを目安とした）ものについては，周辺のボーリングデータ
との比較を行い，「標高の修正をするか」，「どの程度修正するか」について検討を行い，
地表面との差が小さいものは標高の修正をしないものとした． 
 
地表面
 
図4-11 地表面とボーリングの孔口標高の不一致の例 
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(3) 土質の推定 
4.3.1項で土質が推定できず，土質不明として保留していたデータの推定を行った．該当す
るボーリングデータと，その周辺のボーリングデータを比較することで土質分類を推定した． 
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4.4 ３次元広域地形・地盤モデルの構築 
前章で述べた層境界の推定による手法を用いて3次元地盤モデルを構築した．地層境界の
推定には，ボーリング柱状図および，それをもとに作成した2次元地層断面図，3次元地層断
面図を用いた． 
 
4.4.1 地層断面図の作成 
２次元地層断面図の作成に当たって，まず解析対象領域内のどの位置の断面図を作成する
かについて検討を行った．本研究では，解析対象領域の地層構造を推定・把握することを目
的としていることから，解析エリアを格子状に均等に分割するように断面を定義するものと
した．このとき，国道や軌道敷などの重要構造物周辺を通るように断面を設定することで，
地盤モデルの精度の向上を図っている．この方針に従い，東西方向に10本，南北方向に6本，
合計16本の断面を設定した．図4-12に本研究において設定した断面を示す． 
 
 
図4-12 定義した断面 
２次元断面図の作成は，定義した断面内に含まれる隣接するボーリングデータに関して，
同一または同一と考えられる地層を直線的に結ぶ線形補間により行った．線形補間を選択し
た理由は，①解析対象領域とした市街地内では断層がごく一部の領域でしか見られず1)，あ
る程度地層の連続性が良いものと推測されること，②モデル化に要する時間を削減するため，
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の2つである．このとき，同一の断面内に含まれるボーリングデータのうち，明らかに近辺
のボーリングデータと傾向が異なるものについてはエラーデータとみなし除外した．作成し
た2次元断面図の一例を図4-13に示す． 
 
 
(a) Line 05（国道2線沿い） 
 
 
 
(b) Line 10（南芦屋浜） 
 
図4-13 作成した２次元地層断面図 
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作成した２次元地層断面図を3次元的に交差表示することにより，図4-13に示す３次元地層
断面図を作成した． 
 
 
図4-14 ３次元地層断面図 
 
4.4.2 地層構造・地層境界の推定 
まず，前項で作成した2次元断面図（図4-13），３次元断面図（図4-14），およびボーリン
グ柱状図を参考にして，解析対象領域の地層構造を推定した．例えば「図4-14より，表層に
砂層が堆積し，その下に礫層が続いていると推測される」といった判断を積み重ね，解析対
象領域全体の地層構造を推定した．推定した地層を地表に近いものから順に，第1層，第2層，
…と呼称するものとする． 
 続いて推定した地層構造をもとに地層境界の推定を行う．地層境界の推定はボーリング柱
状図を参照し，参照した柱状図において「第n層に相当するのはどの層か」や「第n層と第
(n+1)層の境界はどの位置に相当するのか」を推定した．参照した柱状図は，２次元地層断面
図の作成に用いた柱状図全てと，そのデータだけではデータ密度が小さくなる領域内にある
柱状図である．全てのボーリングデータを参照しなかった理由は，２次元地層断面図の作成
 - 128 - 
の段階で，解析対象領域全体の地層構造を把握できるように格子状に断面を定義し，断面作
成に用いるボーリングデータも同一断面内にあるデータのうち，周辺と整合するデータを選
択していることから，2次元地層断面図の作成に用いたデータは，解析対象領域の地層を代
表するデータであるとみなせるためである． 
 
4.4.3 ３次元地盤モデルの構築 
前項で述べた一連の作業により，参照したボーリングデータから地層境界を表す点の位置
情報(x,y,z)が得られる．同一の地層境界を表す点の位置情報を，参照したそれぞれのボーリ
ングデータから抽出することで地層境界点の集合が得られる．地層境界点の集合に対してク
リギング法や逆距離荷重法などの空間補間を行うことで，地層境界面が得られる．これを全
ての地層境界に対して行い，２つの地層境界面に囲まれた領域を地層と認識させることによ
り３次元地盤モデルを構築した． 
 本研究では，地層境界面の作成にはGolden Software 社のSurferを使用し，クリギング法に
て地層境界面を生成した．なお，この手法で３次元地盤モデルを構築する場合，データが存
在しない領域を空間補間法で推定して地層境界面を作成するため，山地部のような凹凸が大
きなエリアにおいて，地層境界面と地表面レイヤーの逆転，すなわち地表面レイヤーよりも
上に地層境界面が現れることがある．また，ボーリングデータを用いて３次元地盤モデルを
構築する場合，通常はボーリングデータがある領域より一回り以上大きい領域をモデル化対
象領域とするため，ボーリングデータがある領域の外側でレイヤー順序の逆転が生じること
がある．芦屋市でもこの現象が見られたため，この現象が生じた領域に空間補間のための補
助点として，仮想的に地層境界点の座標値を入力して地層境界面の補正を行った．このとき，
該当地点の地表面と地層境界面の間隔（層厚）は，周辺のボーリングデータを参照すること
により推定している．また，表層と第1層以外でもレイヤーの逆転が見られた箇所では同様
の処理を行っている．図4-15に作成した地層境界面の例として，仮想的に地層境界点を入力
する前後の表層および第1層の外観を示す．一方，4-16は，構築した３次元地盤モデルであ
る．図4-15より，仮想的に地層境界点を追加することでレイヤーの逆転が解消している様子
が確認できる． 
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(a) レイヤーの逆転 
 
 
 
(b) データ補正点の入力後 
 
図4-15 作成した地層境界面（青色：表層レイヤー，赤色：第1層の地層境界面） 
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図4-16 作成した3次元地盤モデル 
 
（各層の地層・パラメータについては後述する） 
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4.5 広域地下水流動解析〜ケース１：表層地盤の保水性を考慮しない場合 
本節では，前節で構築した3次元地盤モデルを用いて，現場注水試験結果から得られた表
層地盤の保水性を考慮しない場合の広域地下水流動解析の手順，入力パラメータ，設定した
条件などについて述べる． 
 
4.5.1 解析プログラムの概要 
本研究で実施した広域地下水流動解析には，有限差分モデルである① Visual MODFLOW
（以下，VMOD）と② Groundwater Modeling System-MODFLOW（以下，GMS）を解析プロ
グラムとして使用した． 
① VMODと② GMSは，それぞれSWS（Schlumberger Water Services）社とAquaveo，LLC．
社開発の地下水解析ソフトウェアである．VMODとGMSは，アメリカ地質調査所
（U.S.Geological Survey : USGS）で開発のされたパブリックドメインのFortranプログラムで
あるMODFLOW（MODular finite-difference FLOW model）をGUI化したもので，解析モデル
の可視化により境界条件や浸透パラメータなどの設定，結果の出力などを容易に行うことが
可能である． 
MODFLOW は，以下に示す3次元地下水水収支式(式(4-1)参照)を基礎方程式として，これ
を有限差分法により解くものである． 
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ここで，h：ピエゾ水頭（L），Kxx，Kyy，Kzz：座標系のx，y，z軸方向の透水係数（LT-1），
W：通過体積内での単位体積あたりの注水/排水量（正値のとき注水）（T-1），Ss：比貯留係
数（L-1），t：時間（T）である． 
 本研究では，地下水面より上の表層地盤の保水性を考慮しない場合（ケース１）の広域地
下水流動解析にはVMODを，表層地盤の保水性を考慮した場合（ケース２）の解析にはGMS
を使用した．その理由として，VMODは，解析モデルを作成するにあたって，HGAやSurfer
（Golden Software 社開発の等高線・3D地表マップ作成プログラム）とのデータ互換性に優
れるが，現場注水試験結果から得られた不飽和浸透特性を考慮する解析モジュールが入って
いないからである．一方，GMSには，不飽和浸透特性を考慮することができるUZF1
（Unsaturated-Zone Flow）packageというモジュールが含まれている．このUZF1 packageは，
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不飽和浸透パラメータを適用し，地下水面と地表面の間にある不飽和領域における水の浸
透・流れ・貯留をシミュレートすることが可能である． 
 
4.5.2 モデルグリッドの設定 
水平方向は各節点が25m間隔，鉛直方向は1つの地層で1つのメッシュとなるようにモデル
グリッドを設定した．設定したモデルグリッドを図4-17に示す． 
 
 
図4-17 設定したモデルグリッド 
 
4.5.3 浸透パラメータの設定 
地下水流動解析を実行するには，流動モデルにおいて個々のグリッドセルに対して透水係
数や比貯留係数などの浸透パラメータが必要となる．これらのパラメータは，原位置試験や
室内試験の結果から得られた値を用いるのが望ましいが，ケース１の場合，透水係数に関し
てはごく一部のボーリングデータに記録があるのみで，透水係数以外の浸透パラメータに関
する情報は得られなかった．また，解析対象領域が広域であることや，山から海まで様々な
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地形が存在するということから，数点の局地的なデータで浸透パラメータを決めるのは現実
的でないと考えられる．そこで本研究では，文献調査により得られる土質分類から推定され
る一般的な飽和透水係数の値8),9)を設定するものとした． 
 本研究で行った検討では，① 同一層の透水係数は一定である，② 飽和度による透水係数
の変化を考慮しない，③ 透水係数の異方性はないものとする，の3つを仮定して，それぞれ
の層に対して飽和透水係数の文献値を設定した．また，透水係数以外の浸透パラメータに関
しては，解析対象領域全域で一様であると仮定し，全ての層に同一の値を設定している． 
 表4-4に設定した透水係数を，表4-5に設定した透水係数以外の浸透パラメータを示す． 
 
表4-4 各層に設定した飽和透水係数 
Layer 地層色 地層区分 
透水係数 
Layer 地層色 地層区分 
透水係数 
kx,y,z [m/s] kx,y,z [m/s] 
1  
表層土 
(中粒砂) 
7.2×10-5 10  粘土質砂 2.8×10-5 
2  礫 2.0×10-4 11  粘土 1.0×10-8 
3  砂質シルト 1.0×10-6 12  砂 2.8×10-5 
4  砂質粘土 1.0×10-8 13  砂質粘土 1.0×10-8 
5  中粒砂 2.8×10-5 14  粘土質砂 2.8×10-5 
6  シルト 1.0×10-6 15  粘土 1.0×10-8 
7  粘土 1.0×10-8 16  粘土質砂 2.8×10-5 
8  シルト質砂 2.8×10-5 17  粘土 1.0×10-8 
9  粘土 1.0×10-8  
 
表4-5 設定した浸透パラメータ 
比貯留係数 
Ss [1/m] 
比産出率 
Sy 
有効間隙率 
Peff 
全間隙率 
Ptot 
1.0×10-5 0.2 0.15 0.3 
 
4.5.4 境界条件の設定 
本検討では境界条件として，全水頭境界条件，不透水境界条件，河川境界条件を設定した． 
 全水頭境界条件は解析対象領域の南北端である海の領域および山地部に設定した．海の領
域では全て海水面を基準として標高値3mで一定とし，山地部ではボーリングデータをもとに，
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海抜高度20m ～80m 程度の範囲で地形に沿うように全水頭を与えた． 
 不透水境界条件は解析対象領域の東西端および地盤モデルの最下面に設定した．東西端を
不透水としたのは，東西方向の浸透流と比較して北から南への浸透流が卓越すると考えたた
めである． 
 河川境界条件は，地下水流動に与える地表水域の影響を表現するために用いられる．すな
わち，河川，流路，湖などの地表水域は，その底面と地下水系との間の動水勾配によって，
地下水系への水の供給源や，地下水系からの流出ゾーンとしての機能を有する．河川におけ
るこの現象を解析に反映させるものが河川境界条件である．図4-18に河川境界条件の概念図
を示す． 
 
 
図4-18 河川境界条件の概念図10) 
 
河川境界条件の設定には河川水位，河床標高，河床のコンダクタンス値が必要となる．コ
ンダクタンス値は，浸透層（河床堆積物）によって生じる地表水域と地下水間の流動の抵抗
値を示す数値パラメータを指し，以下の式(4-2)より定義される10)． 
 
M
WLK
C

                 (4-2) 
 
ここで，C：コンダクタンス値（L2T-1），K：河床堆積物の鉛直透水係数（LT-1），L：河川
の流路延長（L），W：川幅（L），M：河床層厚（L）である． 
本研究では，芦屋市の主要な河川である芦屋川と宮川に対してこの条件を設定した．河川
水位は2013年2月17日から19日までの期間で，1時間毎に測定された水位の平均値として芦屋
川で0.16m，宮川で0.06mを入力した．河床標高，河床層厚はデータが得られなかったため，
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前者は地表面から深さ1mで一定，後者は0.5mで一定であると仮定した．河床堆積物の鉛直
透水係数は第1層の透水係数を採用し，河川の流路延長はセルの通過延長を，川幅はGISデー
タを用いて算出した． 
 図4-19に境界条件の設定をまとめて示している． 
河川境界
定水頭境界
 
図4-19 境界条件の設定 
 
4.5.5 初期条件の設定 
本研究では，解析対象領域の平常時の地下水位を初期条件として地下水流動解析を行うも
のとした．平常時の地下水位の設定は，複数の継続的な地下水位計測データをもとに行うの
が望ましいが，継続的な地下水位の変動記録が得られなかったため，1年間集中豪雨を与え
た後，無降雨状態を継続させて水位変動が収束した時点の地下水位を平常時の地下水位とし
て扱うものとした． 
 ボーリングデータからも地下水位の情報が得られるが，長期的な地下水位の変動を計測し
たものではなく，ある時点での地下水位の記録であるため，ボーリングデータの水位を初期
値として設定したとしても，最終的には上述の手法で得られる地下水状態に収束すると考え
られる．また，本研究では降雨による地下水位の変動傾向に着目して浸透評価を行うことか
ら，点ではなく面的に平常時の地下水位の状態を把握する必要がある．これらの点からも，
上述の手法が適当であると判断した． 
全  
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 上述の手法により得られた初期の地下水位を図4-20に示す． 
 
 
(a) ３次元表示 
 
 
(b) コンター図 
図4-20 初期条件（平常時の地下水位） 
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4.5.6 降雨条件 
本研究の検討では降雨条件として，2002年から2011年までの10年間の芦屋市での年間降水
量の平均値1,239.4 mm/year を解析対象領域全体に均等に1年間降らせるものとした． 
 MODFLOWでは，それぞれの表層のメッシュに対して涵養量を設定することで降雨現象を
表現している．すなわち，想定する降雨に対して「降雨浸透の結果，地下水として蓄えられ
る水分量」をそれぞれの表層メッシュに与え，その水分量に対応した地下水位上昇量を与え
ることで降雨現象を表現している．今回の場合，涵養量に関する現場測定データが得られな
かったため，下水道施設計画・設計指針と解説11)で流出係数として定められている係数を用
いて涵養量の推定を行った．流出係数とは，降雨量に対する地表面を流下する雨水の割合を
示す値を指す．蒸発散などを無視した場合，「1 –（流出係数）」により，降雨量に対する地
中へ浸透する雨水の割合が得られる．本研究ではこれを浸透率と定義し，さらに，地中へ浸
透した雨水が中間流出することなく全て鉛直浸透により地下水面に到達すると仮定する．こ
のとき涵養量は，降雨量に浸透率を乗ずることで得られる．各メッシュに対する浸透率の設
定手順を以下に示す． 
 
(1) 土地利用区分毎の浸透率の算定 
まず，文献11)より得られる土地利用区分毎の流出係数の標準値をもとに，土地利用区分毎
の浸透率を算定した．標準値に幅がある場合は中央値を用いるものとした．例えば，道路の
流出係数の標準値は0.8 ~ 0.9となっているが，この場合0.85を採用している．住宅地について
は，屋根と間地のみで構成されると仮定して，建ぺい率を用いて以下の式(4-3)で算定した． 
 
住宅地の浸透率 =（屋根の浸透率 × 建ぺい率）+（間地の浸透率 ×（1 – 建ぺい率）） 
(4-3) 
 
算定した土地利用区分毎の浸透率を表4-6に示す．これを土地利用区分のGISデータに入力し，
解析対象領域全てに浸透率を付与した．なお，土地利用データは，数値地図5000（土地利
用）近畿圏2008年12)を用いている． 
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表4-6 土地利用区分毎の浸透率 
土地利用区分 浸透率 
道路用地 0.15 
河川・湖沼等 
0 
海 
田 
0.80 
畑・その他農地 
造成中地 
空地 
公園・録地等 0.85 
山林・荒地等 0.70 
工業用地 0.38 
一般低層住宅地 0.52 
密集低層住宅地 0.38 
中高層住宅地 0.38 
商業・業務地 0.24 
その他の公共公益施設 0.38 
 
(2) メッシュ毎の浸透率の算定 
解析モデルのメッシュ毎に浸透率を設定するために，(1) で作成した土地利用区分毎に浸
透率が入力されたGISデータを25m四方のメッシュに分割し，メッシュ毎に浸透率を算定し
た．各メッシュに対する浸透率の算定は，メッシュ内に含まれる土地利用区分の面積比率に
よる重み付け計算により行った． 
図4-21，表4-7にメッシュ毎の浸透率算定例を，図4-22にメッシュ毎の浸透率の算定結果を
示す． 
 
図4-21 メッシュ毎の浸透率の算定例 
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表4-7 メッシュ毎の浸透率の算定例（図4-20に対応） 
土地利用区分 
浸透率 
① 
面積 
② 
面積比率 
③ 
浸透率 
①×③ 
道路 0.15 267 0.43 0.06 
公園・録地等 
0.85 
203 
0.32 
0.27 
商業・業務地 155 0.06 
対象メッシュの浸透率 0.39 
 
 
図4-22 メッシュ毎の浸透率分布 
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(3) 浸透率メッシュのゾーニング 
解析時間の短縮のため，(2) で作成したデータを簡易化した．すなわち，図4-22において，
河川などの水面や道路といった浸透率が大きく変わる箇所で解析領域を複数のゾーンに区切
り，それぞれのゾーン毎に代表的な浸透率を設定した．  
 図4-23にゾーン毎の浸透率分布を示す．本研究ではこれを用いて，同一のゾーンに含まれ
るメッシュに同一の涵養条件を入力することで降雨条件を設定した． 
 
 
図4-23 ゾーン毎の浸透率分布 
 
(4) その他の仮定 
この検討では，前項までで述べた仮定以外に，水の密度・粘性係数の変化（温度，塩水に
よる影響），蒸発散がないものと仮定して地下水流動解析を行っている． 
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4.5.7 解析結果および考察 
図4-24は，降雨終了直後，1ヶ月後，2ヶ月後，4ヶ月後，6ヶ月後，それぞれの段階におけ
る，初期の地下水位（H0）に対する地下水位（H）の変化量H（H = H – H0）のコンター図
である．図4-24(a)から，検討した降雨シナリオにより地下水位は最大で約3.8m 上昇し，特
に東部の平坦部および西の山地部の2地域においてHが相対的に大きいことが分かる．また，
東部平坦部に関しては過去に浸水した履歴を有しており（図4-2513）参照），降雨によって地
下水位が変化しやすい地域であると推測される．このことから，解析結果の妥当性が示され
たものと考えられる． 
 降雨が終了した後，時間経過とともに地下水位が平常時の状態に復元していく過程に着目
すると，降雨終了後1ヶ月経過した段階で地下水位の変化量の最大値が1.25m 程度，4ヶ月経
過した段階で0.5m 程度以下となっていることが分かる．このことから，降雨終了後1ヶ月経
過した段階で急速に地下水位が低下し，その後，時間経過とともに地下水位が徐々に減少し，
4ヶ月経過した時点で大半の地域で地下水位が初期状態へと復元していることが分かる．ま
た南部の埋立地では，降雨により上昇した地下水位が初期状態へと復元するまでの時間が相
対的に遅く，6ヶ月経過した段階でも僅かながら地下水位の変動が残留している． 
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図4-25 浸水履歴を有する地域13) 
 
つぎに，降雨に対して特徴的な挙動を示した(1) 東部平坦部，(2) 山地部西部，(3) 埋立地の
3つのエリアに関して考察する．本研究では，これらの挙動が地層構造に起因するものと考
え，該当エリアの断面図を用いて考察した．図4-26に作成した断面図を示す． 
(1) 東部平坦部 
図4-26(b)より，該当エリアで砂層が凹形の粘性土層の上に堆積している様子が伺える（図
中の赤丸）．このことから，周辺から水が集まり地下水位の上昇量が大きくなったものと考
えられる． 
(2) 山地部西部 
図4-26(c)より，該当エリアが集水地形となっており，また東部平坦部と同様に，砂層が凹
形となっている様子が伺える．これらのことから地下水位の上昇量が大きくなったものと考
えられる． 
(3) 埋立地 
図4-26(d)より，該当エリアで粘性土層が厚く堆積していることが分かる．このことから，
地下水位の消散速度が遅くなったものと考えられる． 
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4.6 水位観測孔の現場注水試験の概要および結果 
 
4.6.1 地下水観測孔設置の概要 
芦屋市の大桝公園内に既設されている地下水観測孔と大東ポンプ場内の２地点で，水位観
測孔を利用した現場注水試験を行った．これら２地点は，ケース１の解析結果に基づき，地
下水位変動量が少ない地域（大桝公園）と地下水位変動量が大きく，消散速度が遅い地域
（大東ポンプ場）を選定した（図4-27参照）． 
 
 
 
図4-27 ボーリングおよび河川の位置図 
 
大桝公園内では，既存の地下水観測孔を活用して注水試験を実施するとともに長期の地下
水変動を観測した．一方，大東ポンプ場内には地下水観測孔が設置されていなかったため，
ボーリングにより注水試験と地下水位変動をモニタリングするための地下水観測孔を新たに
設置した．なお，ボーリングはGL-8mまで掘削しした． 
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図4-28に地下水位観測孔の模式図を示す．設置の手順は以下のとおりとする． 
① 清水でボーリング孔内の洗浄を行う． 
② 観測対象層の位置にストレーナーが設置されるように塩ビ菅を挿入する．ストレーナー
には，目詰まり防止のための防砂ネットを取り付ける． 
③ 観測対象層上位の部分で，シール材を塩ビ菅の外周に充填し遮水する． 
④ 孔口付近は，塩ビ菅の外周にセメントモルタルを注入する． 
 
 
図4-28 地下水位観測孔の模式図 
 
4.6.2 現場注水試験の概要 
水位観測孔を利用し，初期の不飽和状態にある砂地盤の透水特性を求めるために，現場注
水試験を実施した．注水による浸透飽和化の過程を，表層の不飽和地盤内に設置した水分計
及び間隙水圧計を用いて観測を行った． 
この試験により求めた不飽和透水特性を，地盤モデルのパラメータとして，雨水浸透解析に
反映させる． 
 地盤工学会基準JGS 1314「ボーリング孔を利用した透水試験方法」に準じた手順で試験を
実施した．この試験方法は，定常法と非定常法に区分され，現場の地盤状態により選択する．
前者は，観測孔内水位を上昇させ水位を一定に保つように注水させる．後者は，一時的に水
位を上昇させ時間経過とともに水位低下を測定する．本研究では，対象土質の透水性が極め
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て良好で，大量の注水量の確保が困難であったため，非定常法にて試験を実施した． 
図4-29に，大東ポンプ場における計器の設置位置を示す．大東ポンプ場および大桝公園に
おける初期の地下水位は，それぞれGL-1.67mおよびGL-1.52mであった．水分計・間隙水圧
計は，地下水面より上のGL-1.50m付近に設置した．大東ポンプ場では，水分計・間隙水圧計
を２ペアー，大桝公園では１ペアー設置した．一方，水位センサーは，両地点ともにボーリ
ング孔内においてGL−5.00mの位置に設置し地下水位を測定した． 
計測項目は，水位センサーによる地下水位，間隙水圧計による地盤内の負の間隙水圧，水
分計による地盤の含水比(あるいは飽和度)およびボーリング孔内への注水量である．ここで，
注水量は地盤内への水の浸透を促すための目安であり，正確な注水量の記録は行っていない．
水分計・間隙水圧計の設置位置に，確実に浸透水が到達する量の注水を行った．注水前に地
盤定常値を測定し、注水開始時点から2secのインターバルで自動計測を行った．また，図4-
30のフローチャートに示す方法で注水試験を実施した．本試験の目的は，不飽和地盤内に水
が浸透する過程(wetting過程)および乾燥過程(drying過程)での含水量(飽和度)と間隙水圧の関
係，すなわち水分特性曲線を求めることにあるため，注水量そのものは参考値である． 
 
 
 
図4-29 計器設置位置図 
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図4-30 現場注水試験の概略フローチャート 
 
4.6.3 現場注水試験の結果 
図4-31に，ボーリング孔内の水位と時間との関係を示す．このときの含水比の変化および
間隙水圧の変化を，図4-32および図4-33に示す．ここでサクションは負圧が正であるため，
間隙水圧の値がマイナスになっている状態は，正のサクションが発生していることを意味す
る．これらの図から，注水によりボーリング孔内の水位が上昇し，しばらくすると水が下方
に浸透して測定地点で含水比が上昇し同時にサクションが減少する．また，注水を止めてし
ばらく時間が経過すると，脱水が始まり，含水比が下降し同時にサクションが上昇する．し
たがって，含水比およびサクションは，それぞれ時間に対してピークを示している事が読み
取れる． 
図4-34は，測定した「間隙水圧と体積含水率」の関係である．これらの関係は水分特性曲
線とよばれ，この曲線から不飽和浸透解析に必要な地盤の浸透パラメータを同定する．同定
方法については後述するが，両地点での水分特性曲線は似通っていたため，大東ポンプ場の
drying過程でのデータを用いて解析に必要なパラメータを決定した（図4-34参照）． 
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図4-31 時間経過に伴う地下水位変動（大東ポンプ場） 
 
 
図4-32 時間経過に伴う含水比（大東ポンプ場） 
 
 
図4-33 時間経過に伴う間隙水圧（大東ポンプ場） 
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図4-34 現場注水試験結果から求めた水分特性曲線(間隙水圧 vs 体積含水率)(大東ポンプ場) 
 
 
4.7 地下水位の長期観測結果 
4.7.1 大東ポンプ場 
図4-35に，測定開始時の2月中旬から6月中旬までの地下水位の変動記録を示す．この約4
ヶ月の期間，降雨による地下水の小刻みな変動が見られる．また，全体的に地下水位は上昇
傾向にある．これは，地下水位の季節変動の影響であると考えられる．これらの傾向につい
ては，後で降雨データおよび地下水位の季節変動を含む長期観測結果を示して詳しく分析す
る． 
図4-36および図4-37に，それぞれ飽和度および間隙水圧の変化を示す．常時において飽和
度は30%程度であるが，降雨時には飽和度が上昇し，大雨のときには90%近くまで上昇する
事がわかる．また，２つの水分計の変動傾向はほぼ同じである． 
一方，サクションは降雨時に一時的に低下し，しばらく時間が経つと元の値に戻る．間隙
水圧計①と間隙水圧計②では明らかに変動傾向が異なる．間隙水圧計①は，飽和度の上昇・
下降に応じて負圧を維持しながら下降・上昇している．ところが，間隙水圧計②は，サクシ
ョンの値そのものが小さく，一定時間正圧を示している．これは，間隙水圧計②を設置した
地点が，元々の埋立て地盤ではなく，近年においてポンプ場の配管工事に伴い，相対的に保
水性の小さい砂質土を用いて埋め戻した場所であったためと考えられる．よって，埋立て地
盤の挙動を捉えた間隙水圧計①の方がより現実的な変動傾向を示しているものと推定される． 
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※機器トラブルによる計測不良 
 
図4-35 時間経過に伴う地下水位変動（大東ポンプ場） 
 
 
 
 
図4-36 時間経過に伴う飽和度の変動（大東ポンプ場） 
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図4-37   10 時間経過に伴う間隙水圧の変動（大東ポンプ場） 
 
4.7.2 大枡公園 
図4-38に，大桝公園における地下水の変動記録を示す．図4-39および図4-40には，それぞ
れ飽和度および間隙水圧の変化を示す．本サイトでは，4ヶ月間で地下水位が50cm程度徐々
に上昇している．これに伴い計器の設置位置GL-1.5mは，3月の時点で飽和度100%近くにな
り，間隙水圧がプラス（つまり，サクションの喪失）に移行している．このため，おそら
く地下水面下にあったと考えられる．なお，地下水位の上昇は，大東ポンプ場と同様に地
下水位の季節変動による影響と考えられる． 
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図4-38 時間経過に伴う地下水位変動（大桝公園） 
 
 
 
 
図4-39 時間経過に伴う飽和度の変動（大桝公園） 
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図4-40 時間経過に伴う間隙水圧の変動（大桝公園） 
 
 
4.8 不飽和浸透パラメータの同定 
水分保持曲線と不飽和透水係数は，不飽和土中の水分移動特性に影響を及ぼす重要な物性
値である．特に，Richards式14)を用いて浸透流解析を行う場合，不飽和土中の水分移動を推
定するためには，水分保持曲線と不飽和透水係数の水分移動特性を適切な水分移動特性モデ
ル(hydraulic property model)で与える必要がある． 
体積含水率とマトリックポテンシャルmの関係を表す水分保持曲線は，これまでに様々
なモデルが提案されている【Brooks & Corey(1964)15)，van Genuchten(1980)，Campbell(1987)，
Kosugi(1994)】． 
一般的には，水分保持曲線の実測値に対してモデルを適合して，モデルパラメーターを同
定する16),17)．本研究では，表層地盤の保水性を考慮するケース２の解析には，有限差分モデ
ルであるGMSを使用した．解析における水分特性曲線は，現場注水試験の結果からBrooks & 
Corey(1964)の式15)によりフィッティングして式(4-4)を得た(図4-41参照)． 
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                      (4-4) 
ここで，Se：有効飽和度，：体積含水率，s：飽和体積含水率，θr：残留体積含水率，
me：空気侵入値，λ：無次元パラメーター(間隙径分布指標)である． 
 以下の式(4-5)は，Burdineモデル18)を用いて得られた不飽和透水係数モデルの式である． 
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                 (4-5) 
 
ここで，m：マトリックスポテンシャル，k：不飽和透水係数，kws：飽和透水係数，ε：
Brooks-Corey指数，ξ：無次元のパラメータ（Burdineモデルを用いた不飽和透水係数の推定に
は通常Burdineが提示したξ＝2の関係が用いられる）である． 
また，式(4-4)を用いて式(4-5)のようにBrooks-Corey指数(ε)が求められる．ここで式(4-4)は，
現場注水試験から求めた水分特性曲線を図4-41のようにfittingして求めた． 
このBrooks-Corey指数(ε)3.452を表4-8に示すように不飽和浸透パラメータとしてGMSの
UZF1 packageに入力して広域地下水流動解析を行った． 
 
 
 
図4-41 水分特性曲線の同定方法(Brooks-Coreyモデル)（大東ポンプ場のデータ） 
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表4-8 不飽和浸透パラメータの一覧表 
指 標 数 値 
Brooks-Corey 指数 3.452 
飽和含水比（m3/m3） 0.3156 
初期含水比（m3/m3） 0.2 
浸透率 （m/d） 0.0004 
蒸発散要求率 （m/d） 0.0001 
蒸発散収束深さ （m) 1.0 
蒸発散収束含水比（m3/m3） 0.1002 
 
 
図4-42 初期条件（常時の地下水位） 
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4.9 広域地下水流動解析〜ケース２：表層地盤の保水性を考慮する場合 
4.9.1 解析条件 
解析モデルは，表層地盤の保水性を考慮しない場合の３次元地盤モデルをそのまま用いた．
また，現場注水試験の結果から得られた不飽和浸透パラメータとその不飽和浸透パラメータ
を反映して求めた初期条件(図4-42参照)以外は，同様な解析条件(浸透パラメータ，境界条件，
降雨条件等)で広域地下水流動解析を実施した．但し，ケース１の境界条件の場合，海の領
域では全て海水面を基準として標高値3mで一定としたが，南部の水頭を全体的に高く評価す
る恐れがあることや，より現実的な水頭を境界条件として入力する必要があるため，ケース
２では，標高値0.0m～2.6mの範囲で地形に沿うように全水頭を与えた． 
 
4.9.2 解析結果および考察 
図4-43は降雨終了直後，1ヶ月後，6ヶ月後の各段階における，初期の地下水位（H0）に対
する地下水位（H）の変化量⊿H（⊿H = H – H0）のコンター図を示している． 
 不飽和浸透特性を導入していない解析結果(図4-24参照)と比較すると，山麓地帯の地下水
位の上昇・低下の傾向および変動量に違いが認められる．解析ケース１の場合，6ヶ月経過
後には地下水位の上昇量がほぼ100%消散しているのに対し，表層地盤の保水性を考慮する
解析ケース２の場合(不飽和浸透特性を考慮)は，6ヶ月経過後にも1m程度の地下水位が残留
していることが確認できる． 
このように，地下水位の消散速度が遅い理由として，現場注水試験結果から得られた不飽和
浸透パラメータを解析に適用することにより，降雨による表層部への浸透や自由水面を有す
る地下水上の水の動きに影響を与え，地下水が飽和状態の地盤より流れにくくなり，長期に
亘り溜まりやすくなった結果と推測される． 
一方，東部の平坦部は降雨によって地下水位が変化しやすい地域であり，南部の埋立地は
降雨により上昇した地下水位が初期状態へと復元するまでの時間が相対的に遅くなることは，
解析ケース１の結果とほぼ同じ傾向であると考えられる． 
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図4-44 地下水位変動記録の例（No.01） 
 
 
4.10 実測データと解析結果の比較によるモデルの検証 
解析モデルの妥当性を検証するため，芦屋市内の計27箇所における既往の地下水位観測デ
ータ（図4-44参照）と，解析による地下水位の推定値との比較検討を行った． 
図4-44には，約７年間の長期に亘る地下水位観測データの一例を示す．本研究では，各観測
地点データの最大値と，解析により予測した降雨直後の地下水位との比較検討を行った． 
図4-45(a)は，不飽和浸透パラメータを適用せずに解析を実施した場合（ケース１）の推定
値と実際の観測データとの比較結果である．図4-45(a)より，観測地点07，14，16，18を除く
殆どの点で解析値が実測値を上回っていることが分かる．また，一部の観測地点(観測地点
03，38，41，42)で12～14m程度地下水位を過大に評価していることが分かる．上記の地点で
の地下水位の解析値が実測値より大きくなっている理由として，当該地域は河川の下を通る
幹線沿いに位置し，道路工事において何らかの地下水対策工が施工されて地下水の流動に局
所的に影響を与えたためであると推察される．しかし，上記以外の地点では，実測値と解析
値の差が最大6.52m，最小0.21m，平均2.05mとなっており，誤差の傾向がほぼ同じであると
言える（図4-45(a)参照）．よって，定性的には解析対象領域の地下水位に対する挙動の傾向
を再現することができたものと考えられる． 
一方，図4-45(b)は，今回現場注水試験結果から求めた不飽和浸透パラメータを解析に適用
して，解析（ケース２）を実施した推定値と実際の観測データの比較である．図4-45(b)は，
近隣市との境界部に位置している地点(05，12，16，18)を除外すると図4-45(a)に比べ実測値
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と解析値の差が少なく，定量的にも十分な精度で推定できている． 
ここで，上述した地点(03，38，41，42)を取り除いたケース１における解析値と実測値の
結果を図4-46(a)に示すとともに，上述した地点(03，38，41，42)および地点(05，12，16，18) 
を取り除いたケース2における解析値と実測値の結果を図4-46(b)に示す．図4-46(a)より，相
関係数R2は0.9664であるが，近似曲線が実測値と解析値の45度線から少しずれていることが
確認できる．よって，不飽和地盤の保水性を考慮しない場合（ケース１）では，解析対象領
域の地下水位に対する挙動の傾向を定性的に再現することができることが再確認できる． 
一方，図4-46(b)より，近似曲線が実測値と解析値の45度線とほとんど一致していることお
よび相関係数R2が0.9612と1.0，に近いことから，不飽和地盤の保水性を考慮する解析（ケー
ス２）では，不飽和地盤の保水性を考慮しない場合（ケース１）と比較して，解析対象領域
の地下水変動をより定量的に推定できることが明らかとなった．  
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図4-45 解析による推定値と実際の観測データの比較 
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(a) 実測値と解析値の比較検討(ケース１) 
(b) 実測値と解析値の比較検討(ケース２) 
図4-46 実測値と解析値の比較検討 
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4.11 浸透適地および不適地の区分 
 
本研究では，前節で得られた解析結果を，降雨に対する地下水の上昇傾向および上昇した
地下水位の消散速度に着目して解釈し，浸透評価を行うものとした．また，この評価に加え
て急傾斜地や土砂災害警戒区域などの情報を総合的に勘案して浸透適地マップを作成した． 
本研究で設定した浸透評価基準を表4-9に，浸透適地マップを図4-47に示す．なお，この評
価基準は浸透適地マップを作成するために，概略的に設けたものである．すなわち，解析結
果から様々な浸透評価基準を設定できるものと考えられるが，本基準はその1つを試用した
ものである．今後は，浸透施設の導入を反映した地下水流動解析や，現地での浸透施設設置
試験などを実施し，地下水の変動傾向と浸透施設が発揮する効果との関係を調査し，どのよ
うな基準を設けるのが妥当であるかを検証することも必要であると考えられる． 
 
表4-9 浸透評価基準 
 
(a) 適地の判定基準 
区分 選定基準の主な内容 
最適地 降雨終了直後の時点で，降雨による地下水位の変動がほとんどない区域 
適 地 
降雨終了後1ヶ月の経過時点で，降雨により上昇した地下水位が100%消散す
る区域 
準適地 
降雨終了後1ヶ月の経過時点で，降雨により上昇した地下水位が100%消散す
る区域 
地下水位の上昇が最大地下水位上昇高(⊿Hmax)の50%未満 
 
(b) 不適地の判定基準 
区分 選定基準の主な内容 
浸水地 過去の浸水履歴地 
浸透 
不適地 
不適地 
地下水位の上昇が最大地下水位上昇高(⊿Hmax)の75%以上 
または，降雨中止後6ヶ月経過しても降雨前の状態に戻らない 
要検討地 地下水位の上昇が最大地下水位上昇高(⊿Hmax)の50%以上 
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図4-47 浸透適地マップ 
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4.12 まとめ 
本章では，浸透施設設置場所の選定を合理的に行い，都市型水害を軽減するため，芦屋市
全域を対象地域として，３次元地形・地盤モデルの構築，現場注水試験による不飽和浸透特
性の把握，広域地下水流動解析の実施，解析結果から地盤の雨水浸透評価を行った．最終的
には，適地・不適地のそれぞれの基準を設けることにより，浸透適地・不適地区分図を提案
した． 
得られた結論は以下の通りである． 
 
① 実存する都市（芦屋市）を研究対象として，GIS情報とボーリング情報を融合した３次
元地形・地盤モデルを構築した．このモデルの特徴として，(1)一般的な地形情報（GIS
データ）に加え，約432箇所の既存のボーリングデータを活用していること，(2)雨水浸
透の対象となる表層地盤の複雑な地層構成を反映したこと，の2点が挙げられる． 
 
② 現場注水試験により，地下水面より上部の不飽和状態にある表層部に雨水が浸透した場
合の保水性を評価した．表層の不飽和地盤内で土壌水分および間隙水圧の両方を測定し，
表層部の水分特性曲線を求め，これを解析モデルに適切に反映した． 
 
③ ②で得られた不飽和状態にある表層地盤の保水性を考慮し，初期条件（初期地下水位）
と南部の境界条件以外は，表層地盤の保水性を考慮しない解析（ケース１）と全く同じ
条件で広域地下水流動解析を実施した結果，解析結果は市内２７箇所に点在する既往の
地下水位観測の最大値とよく一致した．一方，表層地盤の保水性を考慮しない解析（ケ
ース１）の地下水変動推定結果は，実測値を過大評価していることが分かった．地下水
変動推定精度の向上のためには，表層部の不飽和浸透特性を正しく評価し，解析に適切
反映することの重要性が確認できた． 
 
④ ③の結果を踏まえて，適地・不適地の基準を設けることにより，浸透適地・不適地区分
図を提案した．従来の地下水変動を考慮せず，地盤調査の結果や地形情報などをもとに
行われる浸透評価手法に比べ，本手法では，降雨による地下水の変動傾向を評価して地
盤の浸透評価を行うため，より地盤災害のリスクが小さい判定結果が得られるものと考
えられる． 
 
一方，降雨に対する地下水の変動傾向と浸透施設が発揮し得る性能との関係が不明確であ
るため，浸透評価基準については今後精査していく必要がある． 
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第五章 結論 
 
本論文は，豪雨時の災害発生が予想される盛土構造物および地盤災害を軽減するため， 
① 豪雨に強い新たな補強土壁工法の研究開発（第三章参照）ならびに ② 都市型水害軽減
のための地盤工学的手法の提案（第四章参照）に関する研究の成果をまとめている． 
 
まず，第三章では，実物大盛土実験に用いる各土試料について物理特性，締固め特性，強
度特性，引抜き試験を実施した．また，ジオシンセティックス排水材を用いた「L型排水盛
土防水工」の盛土内の防水効果について，実物大盛土実験による浸透実験を行った．実物大
盛土実験には，細粒分含有率の高い自然土，製鋼スラグ，スラグ混合土を用いた．一連の室
内試験の結果と実物大盛土実験により得られた知見を以下にまとめる． 
 
① 製鋼スラグの有効利用促進の一環として，盛土材料としての適用性を一連の室内試験を
通して検討した．その結果，製鋼スラグは一般の盛土材料に比べて重質であり，内部摩
擦角が通常の盛土材料よりも大きく，盛土材料として十分な強度を有していることが分
かった．更に，自然土と混合した場合でも，粒度特性，透水特性，締固め特性，強度特
性が大きく改善され，優れた改良効果を発揮する．今回の実験では，物理・力学特性が
自然土と製鋼スラグとの間で，ほぼ中間的な値を示したが，これは重量比5：5であった
ことに起因するものと考えられ，土質材料の物性値をコントロールしやすい傾向も確認
できた．一連の室内試験の結果から，製造工程によってユニークな特性を持つ製鋼スラ
グは，現場の適切な締固め管理および粒度調整によって，低コストかつ環境負荷低減を
見込める盛土材として有望であることが分かった． 
 
② 一方，大型土槽実験によるL型排水材の検証実験のケース１およびケース２からは，ジ
オシンセティックスを用いたＬ型排水盛土防水工を補強土(テールアルメ)壁工法に適用
し優れた効果を確認した．谷埋め盛土など背面側からの浸透水が懸念される箇所で有効
に機能するものと思われる．防水効果の観点から，本実験に使用した自然土は一般的な
環境基準を超える材料であり，実現場に適用した場合に環境面での問題となることが考
えられる．雨水が盛土内部に浸透するとその低い透水性から，排水に時間を要すること
となる他，長期にわたり周辺環境に影響を与える懸念が残る．浸透流解析結果からL型
排水工により盛土内部への水の浸透を防ぐ盛土防水工の効果は，建設発生土のリサイク
ルを含めた環境問題にも適用出来るものと考えられる．しかし，ジオシンセティックス
排水材の変形，底部砕石層への目詰まりによる排水量の低下という問題も明らかになっ
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たため，今後はより長期的な視点から検討していかなければならない． 
 
③ 製鋼スラグ使用の場合（ケース３，４）は，軽く締固めた程度（Dc =80~85%）でも十分
な強度を発現した．これは工法が簡易となり，工期短縮につながる．更に，自然土単独
使用（ケース２）と比べ，鉄鋼スラグ（ケース３）あるいはスラグ混合土（ケース４）
は安全率が向上，すなわち，耐震性が向上した．また，製鋼スラグを通常の土質と混合
したものを「L型排水盛土防水工」の盛土に適用することにより，製鋼スラグを盛土材
として用いることの最大の障害である高アルカリ水の溶出を抑えられることが分かった． 
 
以上の研究成果から実現場で得られる効果としては，耐震性が高く採用実績が多い補強土
壁工法の弱点（変形によるリスクや浸透水の影響を受けやすい）を，強度特性に優れるリサ
イクル材料（製鋼スラグ）を用いること，背面から浸透水を効率よく排出できるL型排水盛
土防水工を採用すること，を組み合わせることで，それぞれの技術の特徴を活かした新しい
概念の補強土壁工法を提案する点が挙げられる．とりわけ，(1)製鋼スラグが水と接した際に
アルカリ性を呈する欠点をL型排水材で盛土部分を完全防水して環境安全性を確保すること，
(2)リサイクル材料である製鋼スラグを盛土内へ適材適所に施工して高耐震性能を発揮するこ
と，(3)鉛直擁壁にすることで土地を有効利用できること，(4)土工で施工工事を実施できる
ことから，コンクリート型枠等が不必要となり大幅な低コスト化が実現すること，(5)リサイ
クル材料を用いる盛土であるために新規の自然破壊を伴わず環境負荷軽減に寄与すること，
が本研究の特徴として挙げられる． 
 
 
第四章では，浸透施設設置場所の選定を合理的に行い，都市型水害を軽減するため，兵庫
県芦屋市全域を対象地域として，３次元地形・地盤モデルの構築，現場注水試験による不飽
和浸透特性の把握，広域地下水流動解析の実施，解析結果から地盤の雨水浸透評価を行った．
最終的には，適地・不適地の判断基準を設けることにより，浸透適地・不適地区分図を提案
した． 
上記の一連の検討を行った結果から明らかとなった知見・課題を以下に示す． 
 
① 実存する都市（芦屋市）を研究対象として，GIS情報とボーリング情報を融合した３次
元地形・地盤モデルを構築した．このモデルの特徴として，(1)一般的な地形情報（GIS
データ）に加え，約432箇所の既存のボーリングデータを活用していること，(2)雨水浸
透の対象となる表層地盤の複雑な地層構成を反映したこと，の2点が挙げられる． 
第五章 結論 
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② 現場注水試験により，地下水面より上部の不飽和状態にある表層部に雨水が浸透した場
合の保水性を評価した．表層の不飽和地盤内で土壌水分および間隙水圧の両方を測定し，
表層部の水分特性曲線を求め，これを解析モデルに適切に反映した． 
 
③ ②で得られた不飽和状態にある表層地盤の保水性を考慮し，初期条件（初期地下水位）
と南部の境界条件以外は，現場注水試験結果を未適用した解析（ケース１）と全く同じ
条件で広域地下水流動解析を実施した結果，解析結果は市内２７箇所に点在する既往の
地下水位観測の最大値とよく一致した．一方，現場注水試験結果を未適用した解析（ケ
ース１）の地下水変動推定結果は，実測値を過大評価していることが分かった．地下水
変動推定精度の向上のためには，表層部の不飽和浸透特性を正しく評価し，解析に適切
反映することの重要性が確認できた． 
 
④ ③の結果を踏まえて，適地・不適地の基準を設けることにより，浸透適地・不適地区分
図を提案した．従来の地下水変動を考慮せず，地盤調査の結果や地形情報などをもとに
行われる浸透評価手法に比べ，本手法では，降雨による地下水の変動傾向を評価して地
盤の浸透評価を行うため，より地盤災害のリスクが小さい判定結果が得られるものと考
えられる．しかしながら，降雨に対する地下水の変動傾向と浸透施設が発揮し得る性能
との関係が不明確であるため，浸透評価基準については今後精査していく必要がある． 
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